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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．第11期連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

回次 第７期 第８期 第９期 第10期 第11期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高 （千円） － － － － 5,479,600 

経常利益 （千円） － － － － 165,620 

当期純利益 （千円） － － － － 75,504 

純資産額 （千円） － － － － 1,007,400 

総資産額 （千円） － － － － 2,236,395 

１株当たり純資産額 （円） － － － － 34,896.66 

１株当たり当期純利益金

額 
（円） － － － － 2,360.70 

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額 
（円） － － － － 2,280.54 

自己資本比率 （％） － － － － 45.0 

自己資本利益率 （％） － － － － 7.7 

株価収益率 （倍） － － － － 106.32 

営業活動によるキャッ

シュ・フロー 
（千円） － － － － 131,165 

投資活動によるキャッ

シュ・フロー 
（千円） － － － － △407,209 

財務活動によるキャッ

シュ・フロー 
（千円） － － － － 205,889 

現金及び現金同等物の期

末残高 
（千円） － － － － 668,645 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数） 
（人） 

－ 

（－）

－ 

（－）

－ 

（－）

－ 

（－）

126 

（18）



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、第８期（平成14年４月１日から平成15年３月31日まで）

以降の財務諸表について、監査法人トーマツにより監査を受けておりますが、第７期（平成13年４月１日か

ら平成14年３月31日まで）につきましては、当該監査を受けておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につきましては、第７期から第９期までは、旧商法第280条ノ19

の規定に基づく新株引受権を発行しておりますが、当社株式は非上場・非登録であり、期中平均株価が把握

できないため記載しておりません。 

４．第７期から第９期までの株価収益率につきましては、当社株式は非上場・非登録であり、株価が把握できな

いため記載しておりません。 

        ５．当社は、平成13年12月５日付で株式１株につき２株の割合で、平成17年５月20日付で株式１株につき３株の

割合で株式分割を行っております。 

  

回次 第７期 第８期 第９期 第10期 第11期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高 （千円） 2,979,190 3,335,869 4,036,281 4,819,797 5,355,476 

経常利益 （千円） 13,396 94,186 194,413 210,074 234,387 

当期純利益 （千円） 6,253 40,353 90,740 123,576 135,749 

持分法を適用した場合の

投資損益 
（千円） － 1,233 3,293 △9,325 － 

資本金 （千円） 227,000 227,000 227,000 329,000 336,113 

発行済株式総数 （株） 8,480 8,480 8,480 9,480 28,634 

純資産額 （千円） 485,751 526,068 606,315 964,992 1,072,443 

総資産額 （千円） 1,152,566 1,163,877 1,476,443 1,817,985 2,191,069 

１株当たり純資産額 （円） 57,282.06 62,036.44 70,249.42 100,292.43 37,168.19 

１株当たり配当額 

（うち１株当たり中間配

当額） 

（円） 
－ 

( － )

1,250 

( － )

2,500 

( － )

3,000 

( － )

1,000 

( － )

１株当たり当期純利益金

額 
（円） 737.45 4,758.65 9,450.52 12,666.01 4,472.86 

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額 
（円） － － － 12,587.25 4,320.97 

自己資本比率 （％） 42.1 45.2 41.1 53.1 48.9 

自己資本利益率 （％） 1.3 8.0 16.0 15.7 13.3 

株価収益率 （倍） － － － 86.45 56.12 

配当性向 （％） － 26.3 26.4 23.7 22.4 

営業活動によるキャッ 

シュ・フロー 
（千円） － 68,572 236,079 75,885 － 

投資活動によるキャッ 

シュ・フロー 
（千円） － 1,934 △80,886 △118,775 － 

財務活動によるキャッ 

シュ・フロー 
（千円） － △92,460 28,620 193,816 － 

現金及び現金同等物の期

末残高 
（千円） － 404,059 587,872 738,798 － 

従業員数 

(外、平均臨時雇用者数) 
（人） 

66 

( 18 )

56 

( 10 )

66 

( 4 )

72 

( 4 )

90 

( 10 )



２【沿革】 

年月 事項 

平成７年10月 デジタルクリエイターに特化した人材ビジネスを主目的に、株式会社デジタルスケープを資本金

60,000千円にて東京都千代田区に設立 

平成８年１月 デジタルクリエイターの人材派遣業を開始 

平成９年８月 大阪市北区に大阪支店開設 

平成９年11月 大阪支店にてデジタルクリエイターの人材派遣業を開始 

平成10年２月 株式会社コンパック・コンピュータ及びマイクロソフト株式会社の協力で本社内にAdvanced Tra

ining Centerを開設し、デジタルクリエイター育成を本格的に開始 

平成11年２月 東京本社にて人材紹介業を開始 

平成11年10月 大阪支店にて人材紹介業を開始 

平成11年11月 本店所在地を東京都渋谷区に移転 

平成12年２月 東京本社にてインターネットコンテンツ制作・運用コンサルティングサービスについて、国際標

準品質規格ＩＳＯ9001を取得 

平成12年７月 東京都目黒区に池尻オフィスを開設。アウトソーシングサービスを開始 

平成14年２月 アウトソーシングサービスにて開発したシステム「ＡＣＵＴＯ（アキュート）」に「電子メール

ネットワークを通じて配達される質問メールを集積処理してそれぞれに回答メールを作成して配

達するための情報処理方法および情報処理システム」として特許を取得 

平成14年６月 株式会社アイ・エム・ジェイと共同でＷｅｂサイトの運営・更新業務を行う「株式会社ウェブ・

ワーカーズ」を設立 

平成15年６月 東京本社及び池尻オフィスを東京都渋谷区に移転 

平成17年２月 

  平成17年３月 

大阪証券取引所ヘラクレスに株式を上場 

  個人情報保護の取扱が適切な事業者に認定されるプライバシーマークを取得 

平成17年４月 愛知県名古屋市中区に名古屋支店を開設 

平成17年６月 クリエイター・発掘支援サイト「BroadStar（ブロードスター）」の運営を財団法人大阪市都市

型産業振興センターより承継 

平成17年６月 株式会社クラフテックス（現株式会社バウハウス・エンタテインメント）を子会社化 

平成17年７月 株式会社エクステージの株式を取得 

平成17年10月 株式会社ウェブ・ワーカーズの株式を一部取得し、子会社化 

平成17年11月 主要株主の異動に伴い親会社がカルチュア・コンビニエンス・クラブ株式会社となる 

平成18年４月 株式会社ウェブ・ワーカーズと株式会社ビューテックラボが合併し、株式会社インターアクティ

ブデザインに商号を変更 



３【事業の内容】 

株式会社デジタルスケープ（以下、「当社」という。）グループは、当社及び関係会社６社（連結子会社２社、持分

法適用関連会社４社）で構成されております。当社グループは、デジタルクリエイターとＩＴエンジニアに特化した人

材コンサルティング事業及びその他事業を展開しております。コアビジネスである人材コンサルティング事業は主に、

インターネット、コンピュータグラフィックス（以下、「ＣＧ」という。）、ゲーム、放送、映像、プロダクト、ＩＴ

の各業界企業に対して人材派遣・請負サービス、人材紹介サービス、コンテンツ制作サービス及びトレーニングサービ

スを提供しております。 

平成18年３月31日現在、当社グループは下表のとおり構成されております。 

  

（事業系統図） 

（平成18年３月31日現在） 

  



  （事業内容） 

（注）１．株式会社バウハウス・エンタテインメントは平成18年３月29日付で、株式会社クラフテックスより商号変更

しております。 

     ２．株式会社ウェブ・ワーカーズは平成18年４月３日付で、株式会社インターアクティブデザインに商号変更し

ております。 

     ３．当社と株式会社ワークスコーポレーションとの間の取引につきましては、「第５ 経理の状況 連結財務諸

表等 (1)連結財務諸表 注記事項（関連当事者との取引）」に記載しております。 

社名 事業内容 

 （連結子会社） 

株式会社バウハウス・エンタテインメント 

（注）１  

   

プレイステーション２やＸｂｏｘなどコンシューマゲームソフトの

企画・プランニングに加えてプログラミングの技術において数々の

実績をもっております。Ｗｅｂサイトの企画・制作・運用・更新等

に係る業務を行っております。 

  （連結子会社） 

株式会社ウェブ・ワーカーズ 

（注）２ 

Ｗｅｂサイトの企画・制作・運用・更新及び当該業務の受託を通じ

た人材育成サービスを提供しております。 

 （持分法適用関連会社） 

株式会社エクステージ 

 株式会社ワークスコーポレーション及び株式会社オラリオ、並びに

タイムギア株式会社の純粋持株会社であり、事業活動の支配・管理

並びに経営コンサルティング業務を行っております 

 （持分法適用関連会社） 

株式会社ワークスコーポレーション 

（注）３ 

 デジタルコンテンツの教育書籍及び雑誌の出版販売を行っており、

「ＣＧ ＷＯＲＬＤ」「ＤＴＰ ＷＯＲＬＤ」など業界におけるメ

ジャー雑誌を発行しております。 

 （持分法適用関連会社） 

株式会社オラリオ 

 （社）全日本能率連盟の登録資格であるＤＴＰ検定の実施及び教育

コンテンツ制作、並びに販売を行っております。 

 （持分法適用関連会社） 

タイムギア株式会社 

 著作権の販売及び管理（現在営業休止中） 



(1)  人材コンサルティング事業について 

① 当社事業の特長について 

当社は、会社創業以来、デジタルクリエイターとＩＴエンジニアに特化した人材サービスを展開しております。特

に、インターネット、コンピュータグラフィックス（以下、「ＣＧ」という。）、ゲーム、放送、映像、プロダクト、

ＩＴの各業界企業に対して人材派遣・請負サービス、人材紹介サービス、コンテンツ制作サービス及びトレーニングサ

ービスを提供しております。 

当社は、人材派遣・請負サービス等から構成される主力事業の名称を「人材コンサルティング事業」としておりま

す。これは、ＣＧ等に係る技術を用いてゲーム、映像等のデジタルコンテンツを制作するゲーム開発会社等に対し、デ

ジタルコンテンツ制作に係る高度な技術の保有者を、単に顧客企業の望むがままに提供するのではなく、営業担当者が

顧客企業から制作するデジタルコンテンツの内容、制作現場の状況等を隈なく聴取し、最適な制作環境を実現するため

の提案を行った上で、当該企業が本当に必要とするスキルまたはノウハウを有する人材を見極め（マッチング）、これ

を提供するという当社のビジネスモデルを表現したものであります。 

なお、有力なデジタルコンテンツメーカーの１つであるゲーム開発業界においては、近年、多額の費用を投じてメジ

ャータイトルを制作しようとする動きは減少し、比較的少ない費用で数多くのタイトルを制作し、その中から新しいメ

ジャータイトルを育成しようとする動きが主流となりつつありますが、１タイトル当たりの制作費用が抑制される状況

下においても、製品品質の低下に直結する制作技術水準の低下は消費者に許容されないことから、当該業界においては

ゲーム制作原価の過半を占める人件費に係るコストマネジメントが特に重要性を増しつつあります。 

当該環境下において、当社は今後も当該市場規模が拡大を継続するものとの観測の下に、特にＣＧについて高い技術

力を有する派遣登録者（デジタルクリエイター）の獲得及び育成に努め、当該人材をゲーム開発業界に供給することに

より、当該業界におけるコスト構造の改善に資することができるものと確信し、当該業界に対するアプローチに注力し

ております。 

また、ゲーム開発業界に限らず、今後の我が国のＩＴ市場の成長には、デジタルコンテンツを制作する人材（知的資

本）の育成、選別及び流動化が不可欠であると当社は認識しており、当該ＩＴソリューションを実現する仕組みとし

て、主に人材派遣という業態を選択しております。 

a) 人材派遣・請負サービスについて 

当社は、昭和60年施行の「労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の就業条件の整備等に関する法律（以

下、「労働者派遣法」という。）」の規定に従い、厚生労働大臣の許可を受けて、派遣労働者を募集・登録し、企業へ

派遣する登録型の「一般労働者派遣事業」を行っております。 

人材派遣サービスは、派遣される労働者の雇用形態により特定労働者派遣事業（届出制で常用雇用社員の派遣のみを

行う。）と一般労働者派遣事業に区分されており、当社は一般労働者派遣事業の許可を厚生労働大臣から受けておりま

す。 

人材派遣サービスの特徴は、派遣労働者の雇用者（当社）と使用者（派遣先企業）とが分離していることにありま

す。当社が労働者を派遣するにあたっては、派遣労働者をあらかじめ当社に登録させておき、その既登録者の中から派

遣先企業の希望する条件と登録者の希望する条件をマッチングさせて、期間を定めて当社との間に雇用契約を締結した

上で、派遣先企業へ派遣しております。なお、派遣労働者は、派遣先企業において、派遣先企業の指揮命令を受けて労

働に従事することになります。 

当社（派遣元責任者）、派遣先企業、派遣労働者の関係は、以下のとおりであります。 



なお、当社の人材派遣・請負サービスは、主に人材派遣契約の形態によるものでありますが、一部、業務請負契約の

形態によるものも含まれております。これは、企業のネットワークの運営管理やコンテンツ制作を一括して行う業務な

ど、主に企業側の希望により、当社が業務を請負い、その業務の遂行のため、当社は請負労働者との間で期間を定めた

雇用契約または業務委託契約を結ぶものであります。労働者への指揮命令は当社で行うところも派遣契約と異なりま

す。 

当社、取引先企業、請負労働者の関係は、以下のとおりであります。 

当社の人材派遣・請負サービスにおける職種別内容は、以下のとおりであります。 

イ) Ｗｅｂソリューション 

主にインターネットコンテンツの企画・制作を行うＷｅｂプロデューサー・Ｗｅｂディレクター・Ｗｅｂデ

ザイナー等であります。平成18年３月期の売上高は、売上高の35.3％を占めております。 

ロ) ゲームエンタテインメント 

主にゲームの企画・制作を行うゲームプロデューサー・キャラクターデザイナー・背景デザイナー等であり

ます。平成18年３月期の売上高は、売上高の32.8％を占めております。 

ハ) ビジュアルエンタテインメント 

主にＣＧによる映像や放送コンテンツの制作を行うディレクター・デザイナー等であります。平成18年３月

期の売上高は、売上高の10.6％を占めております。 

ニ) プロダクト・デザイン 

主に携帯電話やＡＶ機器のＧＵＩ（注）制作や製品のデザインを行うプロダクトデザイナー・ＧＵＩデザイ

ナー等であります。平成18年３月期の売上高は、売上高の3.7％を占めております。 

ホ) ＩＴエンジニア 

主にＷｅｂプログラマー・システムエンジニア・企業内ネットワークシステムの運用等であります。平成18

年３月期の売上高は、売上高の6.0％を占めております。 

なお、人材派遣・請負サービスが売上高に占める割合は、平成18年３月期において88.4％であります。 

（注）Graphical User Interfaceの略。製品画面等において、文字を使用して情報を提示するのではなく、グラフィ

ックを使用することで、「認知性＝わかりやすさ」「操作性＝使いやすさ」「快適性＝心地よさ」の３つの視

点から、情報を視覚的に表現するものであります。 

b) 人材紹介サービスについて 

当社は、昭和22年施行の「職業安定法」に基づき、厚生労働大臣の許可を受けて、転職希望者を募集・登録し、同時

に企業側の求人情報を収集し、相互のニーズをマッチングする有料職業紹介事業を行っております。 

当社の場合、人材派遣サービスで登録しているデジタルクリエイター、ＩＴエンジニア及び取引企業を基盤とした紹

介予定派遣を中心に当該サービスを行っております。紹介予定派遣は、企業と就業スタッフの双方が一定の派遣期間を

経て、両者合意の上で正式な雇用契約を行うもので、雇用契約前に相手の状況を確認できるため、双方の希望に応じた

採用・就職を実現することが可能となります。 

なお、人材紹介サービスが売上高に占める割合は、平成18年３月期において2.7％であります。 



c) コンテンツ制作サービスについて 

主に、Ｗｅｂサイトを中心としたコンテンツの企画・制作受託を行っております。当社は、人材派遣による制作体制

の構築及び支援を行う人材サービスに加え、制作の外注先としてのプロダクション機能も担っております。 

企業の制作ニーズによって、当社内のデジタルクリエイターにより制作を行う、登録しているデジタルクリエイター

をコーディネートして制作を行う、又は連結子会社である株式会社ウェブ・ワーカーズ（現株式会社インターアクティ

ブデザイン）や兄弟会社である株式会社アイ・エム・ジェイと協同して制作を行う等の手法により実施しております。

   また、当事業年度から開始したゲームやＣＧの制作受託の機能を向上させる目的で株式会社クラフテックス（現株式

会社バウハウス・エンタテインメント）を子会社化し、企画プランニングから実制作まで一貫した体制の拡充を図っ

ております。 

なお、コンテンツ制作サービスが売上高に占める割合は、平成18年３月期において6.3％であります。 

② 教育トレーニング制度について 

a) トレーニング 

当社は、募集活動を通じて、優秀な派遣登録者の確保に努めるとともに、既存登録者に対する有料・無料のトレーニ

ングを通じて、既登録者のキャリアアップを図り、即戦力として企業のニーズに応えられるよう努めております。 

トレーニングの内容は当社独自に開発しており、主にスキル・専門知識の向上を目的としたものになっております。

カリキュラムは、コンテンツ制作の基礎的な各アプリケーションの操作から最新技術動向の講義まで多岐に亘っており

ます。 

なお、トレーニングサービスが売上高に占める割合は、平成18年３月期において0.1％であります。 

b) ＯＪＴ（オン・ザ・ジョブ・トレーニング） 

当社では、トレーニングプログラムの他に、より実務に近い部分でのスキルアップを支援するため、株式会社バウハ

ウス・エンタテインメントや株式会社ウェブ・ワーカーズと協同しＯＪＴによるトレーニングを行っております。 

ＯＪＴは、両社のコンテンツ制作現場に入り、制作プロセスを実体験することで対価・納期といった実際の業務でな

いと体験できない制作スキルを身につける目的で運営を行っております。 

制作にあたっては両社のディレクター兼講師の下、当社登録者に対価を支払いつつ、一連の制作プロジェクトの中で

実務体験をいたします。プロジェクトを終了した登録者は「実務経験者」として企業への派遣を促進していきます。な

お、ＯＪＴに参加する人材の選出にあたっては、登録時のスキル判定を元に「技術的には業務レベル水準であるが、実

務経験を有しない登録者」から、希望を募った上で選考を行って決定しております。 

③ 派遣登録者の確保・維持について 

 人材派遣サービスでは、そのサービスの性質上、登録者の確保・維持が非常に重要といえます。また登録募集だけで

なく、派遣中のデジタルクリエイター及びＩＴエンジニアのフォローや未就業登録デジタルクリエイター及びＩＴエン

ジニアとのコンタクトを行うことで、就業可能な登録デジタルクリエイター及びＩＴエンジニアの情報を維持・把握す

ることも重要となります。 

a) 募集 

当社は、登録者の募集を主に以下の方法で行っております。 

イ) 自社のインターネットホームページによる告知 

ロ) インターネット求人情報媒体等の活用 

ハ) 美術系大学・クリエイティブ系専門学校との募集提携 

ニ) 業界専門誌への募集広告 

ホ) 派遣先企業との提携によるセミナー実施 

ヘ) 既登録者からの紹介 



b) 登録 

 当社は、インターネットによるオンライン登録システムを採用しております。オンラインで仮登録した登録希望者

は、事前予約の上、来社により本登録を行います。 

 当社の場合、取り扱う職種の技術的専門性が高いため、インターネットによる仮登録で収集した登録希望者の保有ス

キルや職歴の精査に加え、本登録時において以下のスキル診断を行っております。 

（注）１．平成18年３月31日現在、Ｗｅｂ系職種のみ対応しております。 

２．Ｗｅｂページを記述するときに使う言語であるＨＴＭＬ（Hyper Text Markup Languageの略。）を使って

ソースコードを記述することであります。 

３．自社のインターネットホームページに搭載している、登録デジタルクリエイター及びＩＴエンジニアとワ

ン・ツー・ワンコミュニケーションを実現する機能であります。当社に登録をしているデジタルクリエイ

ター及びＩＴエンジニア自身のスキル情報や就業可能時期等の希望条件の更新、並びにトレーニング実施

履歴やポイント機能を備えた当社独自のシステムであります。 

４．当社が独自に開発したコンテンツ制作者向けの適正診断システムであります。 

項目 内容 

職務スキル診断 職種に対する固定観念や誤解が「何ができるか」をわかりにくくしている現状を踏まえ、

独自に開発した人材マッチングシステム「Ｍｅｅｔｓ（ミーツ）注１」により、個別の職

務から「何が」「どの程度」できるのか、してきたのかを診断するものであります。 

１．各職種で必要となる職務の種類を定義 

Ｗｅｂの仕事で必要となる職務を25個設定し、職種ごとに必要な職務を設定しております 

２．各職務での遂行レベルを定義 

どのような役割で何ができるかを、３段階の遂行レベルに分け、基準を設定しております 

３．遂行レベルの定義に沿ってヒアリング 

これまでの経験に関して、職務ごとに「できること」をインタビューし、遂行レベルを評

価いたします。 

テクニカルスキル診断 業界での目安や基準を分析し、抽出した客観的な評価ポイントで評価を行います。作品評

価とスキルチェックを通じて、「十分なこと」「不足していること」は何かを明らかに

し、不足しているスキルについてはトレーニングメニューなどを提案いたします。 

１．スキルチェック 

登録時に30分程度の簡単なＨＴＭＬコーディング（注２）に関してのスキルチェックを行

っております 

２．作品評価（クリエイティブ系職種のみ） 

細かなチェック項目・項目ごとの基準を設定し、評価基準は登録デジタルクリエイターに

「スタッフマイページ（注３）」を通じて公開しております。 

ヒューマンスキル診断 独自に開発したツール「Ｐｉｉｔ（ピット）注４」により、登録者の「強み・弱み」や職

場環境適性も診断いたします。登録者のコミュニケーションや仕事上のスタイルを明らか

にし、ヒューマンスキルの面からも最適な仕事を提案できるようにいたします。 

１．業務タイプ適性とチームタイプを診断 

登録者の現状の姿を、登録者自身の回答から判断し、10段階の結果で表示いたします 

２．企業の職場環境とマッチング 

職務・テクニカルに加えて、ヒューマンスキルからも適性を考慮して、仕事を紹介いたし

ます。 



c) マッチング 

当社は、デジタルコンテンツ制作に係る高度な技術の保有者を、単に顧客企業の望むがままに提供するのではなく、

営業担当者が顧客企業から制作するデジタルコンテンツの内容、制作現場の状況等を隈なく聴取し、最適な制作環境を

実現するための提案を行った上で、当該企業が本当に必要とするスキルまたはノウハウを有する人材を見極め、これを

提供する手法を採っており、単に労働力をめぐる需要と供給のマッチングに留まっておりません。 

しかしながら、当社は職種を特化したサービスを行っているため、複数の会社に重複して登録する派遣希望者は比較

的少ないと考えておりますが、複数の派遣会社に派遣依頼をする企業は多く、企業から依頼があった際に適切かつ迅速

に派遣者を決定することが必要であります。また、当社のみに登録をしている派遣希望者に対しても、今後の登録維持

を行うためには、迅速に派遣先を決定することが極めて重要となります。 

当社では、登録者の基本情報（氏名、連絡先等）、資格・保有スキル（作品評価）、職歴、派遣実績、希望条件（希

望職務や勤務地、派遣開始日と期間）、トレーニング受講履歴、登録者の近況等を管理・検索できる独自開発の人材情

報システム「ＣＩＯＳ（サイオス）」を導入しております。 

また、当社は業界専任のコンサルティング営業担当を中心として、企業のニーズにマッチする人材を直接当該システ

ムから検索・人選しているため、企業の制作内容や必要とされる職務定義、組織体制・システム環境等を理解・把握し

た上で迅速なマッチングの実現に努めております。 

d) 派遣登録者のフォロー 

派遣就業期間中のデジタルクリエイター及びＩＴエンジニアについては、当社のコンサルティング営業担当が派遣先

の職場環境や就労条件の改善に配慮するため各種ヒアリングを行っており、派遣先企業への相談・提案を行っておりま

す。未就業の派遣デジタルクリエイター及びＩＴエンジニアについては、「スタッフマイページ」を通じた登録情報の

更新告知、仕事情報・トレーニング情報の提供を定期的に行っており、派遣登録者の登録情報の鮮度を保ち、即座にマ

ッチングできる体制を整えるよう努めております。 

また、当社は派遣登録時・派遣就業中・契約終了後のそれぞれのシーンに応じたキャリアカウンセリングを行ってお

り、セルフプロデュースセミナーの開催やメンタルヘルスサポートを専任のキャリアカウンセラーもしくは外部委託企

業にて実施しております。 

(2) その他事業について 

① アウトソーシングサービスについて 

主に、企業の電子メール処理のインバウンド及びアウトバウンド（注）のアウトソーシングサービスを行っておりま

す。特に、当社で独自開発した「ＡＣＵＴＯ（アキュート）」による電子メールのインバウンド・システムの特徴は以

下のとおりであります。 

a) 返信回答のテンプレート化で、電子メールへの回答の処理プロセスを短縮。 

b) 複数の窓口の情報を共有し、回答漏れ・二重返信等を防ぐ。 

c) アウトソーシング又はレンタルもしくはシステム販売とサービス提供方法を企業ニーズに合わせて選択可能。 

 また、当該システムは平成14年２月22日付で「電子メールネットワークを通じて配達される質問メールを集積処理し

てそれぞれに回答メールを作成して配達するための情報処理方法および情報処理システム」として特許を取得しており

ます（特許第3281350号）。 

 なお、アウトソーシングサービスが売上高に占める割合は、平成18年３月期において1.0％であります。 

（注）「インバウンド」は、システムやネットワークが外部からデータを受信することを指し、ここでは電子メールを受

信することであります。また、「アウトバウンド」は、システムやネットワークから外部にデータを送信すること

を指し、ここでは電子メールを発信することであります。 

② その他について 

平成18年３月期において、当社のノウハウや開発能力が評価され収益に結びついた事業では、教育支援サービスとし

て、大学等の教育機関に対して学生向けの就職支援コンサルティングや教育用コンピュータの販売を実施いたしまし

た。その他、システムソリューションに伴う物品の販売や、当社が開発したソフトウェアである人材情報システム「Ｃ

ＩＯＳ（サイオス）」の二次的利用として、その著作権を一部販売いたしました。これらの売上高に占める割合は、平

成18年３月期において1.5％であります。 



４【関係会社の状況】 

 （注）１．主要な事業の内容欄には、業種の名称を記載しております。 

     ２．特定子会社に該当しております。 

     ３．資本金は平成18年３月末現在のものを記載しております。 

        ４．有価証券報告書を提出しております。 

     ５．株式会社バウハウス・エンタテインメントは平成18年３月29日付で、株式会社クラフテックスより商号

変更しております。 

     ６．株式会社ウェブ・ワーカーズは平成18年４月３日付で、株式会社インターアクティブデザインに商号変

更しております。 

７．議決権の所有割合の（ ）内は、間接所有割合で内数であります。 

  

   

名称 
  

住所 
  

資本金 
（千円） 

主要な事
業の内容 

議決権の
所有又は
被所有割
合 
(％) 

関係内容 

 役員の兼
任等 

営業上の取引  

（親会社）      

カルチュア・コンビニ

エンス・クラブ㈱ 

（注）４ 

 大阪市北区  11,683,664 

  

フランチャ

イズ 店舗

の運営 

  

被所有 

50.6 
 － システムの販売 

（連結子会社）   

㈱バウハウス・エンタ

テインメント 

（注）２．５ 

東京都渋谷区 43,000 
ゲームソフ

ト開発 

所有 

93.0 
兼任２名 

事務所の一部賃貸等  

コンテンツ制作の外注 

(連結子会社)     

㈱ウェブ・ワーカーズ 

（注）２．６ 

東京都渋谷区 78,000 

Ｗｅｂコン

テンツ制作

業 

所有 

85.0 
兼任２名 

登録デジタルクリエイタ

ーのＯＪＴ  

コンテンツ制作の外注 

当社スタッフの派遣 

(持分法適用関連会社) 

㈱エクステージ 
東京都渋谷区 10,000 

出版事業等

を営む子会

社の管理業

務 

所有 

44.3 
兼任２名 事務所の一部賃貸等  

(持分法適用関連会社) 

㈱ワークスコーポレー

ション 

（注）７ 

横浜市南区 69,200 
書籍等の出

版 

所有 

44.3 

(44.3) 

－ 資金の貸付等 

(持分法適用関連会社) 

㈱オラリオ 

（注）７ 

東京都渋谷区 10,000 

教育コンテ

ンツ制作及

び販売 

所有 

44.3 

(44.3) 

－  － 

(持分法適用関連会社) 

タイムギア㈱ 

（注）７ 

東京都渋谷区 10,000 

著作権の販

売及び管理

（現在営業

休止中） 

所有 

44.3 

(44.3) 

－  － 



５【従業員の状況】 

(1） 連結会社の状況 

（注） 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載しております。 

(2) 提出会社の状況 

（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載しております。 

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

    ３．従業員数が前期末に比べて18名増加しておりますが、当期首における定期採用及び期中採用等によるものであ

ります。 

(3) 労働組合の状況 

当社には労働組合はありません。なお、労使関係については良好であります。 

  平成18年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称  従業員数（人） 

 人材コンサルティング事業 
110 

 (15) 

 その他事業 
1 

 (0) 

 全社（共通） 
15 

 (3) 

合計 
 126 

(18)  

  平成18年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

90（10）  34.7 3.3 5,835,925 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、原油価格の高騰等のリスク要因による足踏み状態から、企業収益の回復を

背景とした設備投資の増加や所得環境の好転による個人消費の増加により、景気の回復が鮮明になってまいりまし

た。 

当業界におきましては、デジタルコンテンツの市場拡大に伴う顧客の需要は引き続き増加しており、インターネッ

トを利用した広告宣伝活動を中心とした企業のインターネット関連分野に対する投資意欲は依然として旺盛な状況で

あります。一方、ゲーム業界におきましては、業界大手メーカーの統合による人材調整が行われましたが、次世代ゲ

ーム機向けのタイトル制作が本格的にスタートしたことにより、大手ゲームパブリッシャーにおけるコストダウンを

目的とした制作のアウトソーシング化が進みました。 

このような環境のもと、当連結会計年度の中期経営計画において、「デジタルコンテンツ制作市場において、顧客

企業にとって真のワンストップ・ソリューション・プロバイダーとなる」というビジョンの実現に向け、様々な施策

を実施いたしました。 

人材コンサルティング事業の規模拡大に向けた先行投資として、平成17年４月に名古屋支店を開設すると共にプロ

ダクトデザイナーの派遣・紹介事業に着手いたしました。６月には、クリエイターとのネットワークを広げ、人材コ

ンサルティング事業への人材供給やコンテンツ制作サービスのパートナーの発掘を目的として、財団法人大阪市都市

型産業振興センターよりクリエイター発掘・支援サイト「BroadStar（ブロードスター）」を承継し運営を開始いた

しました。 

また、コンテンツ制作サービスの拡大を目的として、まず、ゲーム・ＣＧコンテンツの制作機能の拡大につきまし

ては、株式会社バウハウス・エンタテインメント（旧商号 株式会社クラフテックス）への出資を行い、ゲームの受

託制作を全般的に請負う体制作りを行いました。さらに、株式会社ソニー・コンピュータエンタテインメントと

「PlayStation®2」及び「PSP®（PlayStation®Portable）」向けゲームソフトウェアの開発・制作に関するデベロッ

パー契約を締結し、開発体制を一層強化いたしました。Ｗｅｂ制作機能の拡大につきましては、株式会社ウェブ・ワ

ーカーズの子会社化に加え、同社と株式会社ビューテックラボとの合併を行い（合併期日は平成18年４月３日）、ワ

ンストップ・ソリューション・プロバイダーとして主力の人材派遣・請負サービスに相乗効果のあるサービスを強化

してまいりました。 

さらに、教育支援事業への足掛かりとして株式会社エクステージへの資本参加を行い、同社の子会社である株式会

社ワークスコーポレーションが出版する「ＣＧ ＷＯＲＬＤ」や「ＤＴＰ ＷＯＲＬＤ」といった業界の専門誌との

連携を図ることにより、次期以降のサービス拡充に努めてまいりました。 

これらの結果、当連結会計年度の業績は、売上高5,479,600千円（当連結会計年度が連結初年度であるため前年同

期比較値はなし。以下同じ）、経常利益165,620千円、当期純利益75,504千円となりました。 

事業別の業績は、次のとおりであります。 

① 人材コンサルティング事業 

a) 人材派遣・請負サービス 

人材派遣・請負サービスにつきましては、クリエイターの登録チャネルの拡大・強化を図った結果、新規の派遣登

録者数が12,032人（平成18年３月31日現在）となり、前年比20.6％増となりました。特に、登録説明会の積極的な開

催や、クリエイターの仕事探しを応援するＷｅｂサイト「with Ｄ」の開設による誘導が寄与いたしました。そのた

め、主にゲームの企画・制作を行うゲームプロデューサーやデザイナー等のゲームエンタテインメント職種や、主に

インターネットコンテンツの企画・制作を行うＷｅｂディレクターやＷｅｂデザイナー等のＷｅｂソリューション職

種の派遣稼動者数が増加いたしました。 

しかしながら、新規登録者をスムーズに就業に結び付けられるよう、トレーニング機能の拡充を図るべく、トレー

ニング内容の改訂やＯＪＴ機能の強化による人材育成に努めましたが、顧客の旺盛な人材需要に供給が追いつかない

状況でもありました。 

また、ゲームエンタテインメント職種の需要につきましては、第1四半期にスタートする予定であった次世代ゲー

ム機向けのゲームソフトの開発が各大手ゲームパブリッシャー共に後ろ倒しとなり、それに伴い当連結会計年度にお

きましては、派遣稼動者数の増加が期初予想していたほど見込めない結果となりました。この結果、売上高は

4,845,706千円となりました。 

b) 人材紹介サービス 

人材紹介サービスにつきましては、顧客の雇用意欲の高まりに応えるべく、第３四半期より組織体制を強化しサー

ビス力の強化を図りました。そのため、有料職業紹介に加え、紹介予定派遣を中心に売上高が増加しました。この結

果、売上高は148,377千円となりました。 



c) コンテンツ制作サービス 

コンテンツ制作サービスにつきましては、人材派遣・請負サービスにて取引を行っている顧客からのＷｅｂサイト

の制作受託や、当事業年度から開始したゲームやＣＧの制作受託に加え、子会社である株式会社ウェブ・ワーカーズ

や株式会社バウハウス・エンタテインメントによるＷｅｂ、ゲーム、ＣＧの制作受託が寄与し、売上高が増加いたし

ました。この結果、売上高は344,004千円となりました。 

d) トレーニングサービス 

トレーニングサービスにつきましては、主に企業向けの研修や派遣登録者向けの有料トレーニングを実施いたしま

した。この結果、売上高は5,545千円となりました。 

② その他事業 

a) アウトソーシングサービス 

 アウトソーシングサービスにつきましては、電子メールのインバウンド・システム「ＡＣＵＴＯ（アキュート）」

の販売等を行いました。この結果、売上高は55,251千円となりました。 

b) その他サービス 

 その他サービスにつきましては、教育支援サービスとして、大学等の教育機関に対して学生向けの就職支援コンサ

ルティングや教育用コンピュータの販売を実施いたしました。その他、システムソリューションに伴う物品の販売

や、当社が開発したソフトウェアである人材情報システム「ＣＩＯＳ（サイオス）」の二次的利用として、その著作

権を一部販売いたしました。この結果、売上高は80,715千円となりました。 

(2) キャッシュ・フロー 

当連結会計年度における現金及び現金同等物(以下、「資金」という。)は、税金等調整前当期純利益等に伴う営

業キャッシュ・フローの増加、及び短期借入金の増加等による財務キャッシュ・フローの増加があったものの、持

分法適用関連会社である株式会社ワークスコーポレーションへの貸付や本社増床による敷金支払等の投資キャッシ

ュ・フローによる減少により668,645千円となりました。 

また、当期中における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度において、営業活動の結果得られた資金は131,165千円となりました。これは主に、税金等調整

前当期純利益163,269千円、減価償却費54,285千円による増加等、及び法人税等の支払78,275千円による減少等に

よるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度において、投資活動の結果使用した資金は407,209千円となりました。これは主に、株式会社ワ

ークスコーポレーションへの貸付230,000千円、本社増床による敷金支払57,480千円、及び株式会社エクステージ

株式等の投資有価証券の取得による支出42,623千円、並びに人材情報システム「ＣＩＯＳ（サイオス）」の機能強

化等による無形固定資産の取得36,393千円等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度において、財務活動の結果得られた資金は205,889千円となりました。これは主に、短期借入金

の増加241,000千円、及び配当金の支払28,294千円等によるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当社グループが行う事業は、提供するサービスの性格上、生産実績の記載に馴染まないため、当該記載を省略し

ております。 

(2）受注状況 

 当社グループが行う事業は、提供するサービスの性格上、受注状況の記載に馴染まないため、当該記載を省略し

ております。 

(3）販売実績 

 当連結会計年度の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．当期が連結初年度であるため、前年同期比は記載しておりません。 

３．総販売実績に対する販売実績の割合が100分の10以上の相手先が存在しないため、主な相手先別の販売実績

等の記載は省略しております。 

  なお、株式会社デジタルスケープ単体における当事業年度の販売実績を事業別ごとに示すと、次のとおりであり

ます。 

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業の種類別セグメントの名称 
当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

構成比 
（％） 

前年同期比 
（％） 

人材コンサルティング事業 （千円） 5,343,633 97.5 － 

その他事業 （千円） 135,966 2.5 － 

合計 （千円） 5,479,600 100.0 － 

事業別 
当事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

構成比 
（％） 

前年同期比 
（％） 

  人材派遣・請負サービス （千円） 4,852,007 90.7 107.1 

  人材紹介サービス （千円） 152,079 2.8 189.5 

  コンテンツ制作サービス （千円） 209,587 3.9 158.8 

  トレーニングサービス （千円） 5,545 0.1 70.8 

人材コンサルティング事業 （千円） 5,219,220 97.5 109.8 

   アウトソーシングサービス   55,251 1.0 109.8 

   その他サービス   81,004 1.5 459.8 

 その他事業 （千円） 136,255 2.5 200.5 

合計 （千円） 5,355,476 100.0 111.1 



３【対処すべき課題】 

平成16年に経済産業省が取りまとめた「新産業創造戦略」では、日本経済の将来の発展を支える戦略分野の１つに

「コンテンツ産業」を挙げております。中でもデジタルコンテンツの市場は、平成13年に1.9兆円だった市場規模が、

平成22年には6.3兆円にまで成長すると予測されております。 

 このような市場下において、当社における重要な課題は、次のとおりであります。 

 ①クリエイターの登録チャネルの拡大 

求職者の当社への登録チャネルは大きく分けて３つあります。１つは、当社が掲載する募集媒体からの登録。２つ目

は、既登録者や稼動者からの紹介である、いわゆる「口コミ」によるもの。３つ目は、当社の兄弟会社であるデジタル

ハリウッド株式会社を含む、専門学校・大学等との連携による卒業生の登録があります。 

今日のようにクリエイター人材が不足している環境下では、募集媒体からの登録では同業他社との差別化が図りにく

く、費用対効果があまり認められません。そのため、専門学校や大学等の新卒者や卒業してまだ実務経験の少ないクリ

エイターを登録に誘導し、当社内において実務トレーニングやＯＪＴを施すことによってスキルアップを図り、就業に

結びつける方法を継続的に実施することが重要であると考えております。 

そのため、専門学校や大学等との連携をさらに増やしていく方針であります。 

②トレーニング機能の拡充 

圧倒的に不足するクリエイター人口を増加させるためには、コンテンツ制作における基礎的な知識は持っているが、

実務経験が足りないために就業機会に恵まれない登録スタッフをいかに就業に結びつけるか、ということが益々重要に

なると考えております。当社の特長の１つであるトレーニングシステムは、制作現場の実務に必要とされる技術を習得

する点において優れており、引き続きトレーニング環境の拡充や、ＯＪＴによるトレーニングカリキュラムの増加が必

要になると考えております。 



４【事業等のリスク】 

 以下において、当社グループの事業展開上のリスク要因となる可能性についての事項を記載しております。また、

当社グループとして必ずしも事業上のリスクとは考えていない事項についても、投資判断上、あるいは当社グループ

の事業活動を理解する上で重要と考えられる事項につきましては、投資者に対する積極的な情報開示の観点から記載

しております。当社グループは、これらのリスクの発生可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応

に努める方針であります。また、以下の記載は本株式に対する投資に関連するリスクを全て網羅するものではありま

せんので、この点ご留意ください。 

 なお、文中における将来に係る事項は、有価証券報告書提出日（平成18年６月27日時点）において当社グループが

判断したものであります。 

１．当社の事業について 

(1) 業界の動向について 

平成18年３月期の総売上高に対する人材コンサルティング事業売上高の構成比は97.5％であり、そのうち、人材

派遣・請負サービス売上高の構成比は90.7％であります。当社は、デジタルコンテンツの制作に係わる市場（以

下、「デジタルコンテンツ市場」という。）の各企業に対して、デジタルクリエイターとＩＴエンジニアに特化し

た人材サービスを展開しております。したがって、当社の業績は当該デジタルコンテンツ市場の成長動向、並びに

人材派遣市場及び業務請負市場そのものの市場環境の変化の影響を受けます。 

①デジタルコンテンツ市場の動向について 

 平成16年に経済産業省が取りまとめた「新産業創造戦略」では、日本経済の将来の発展を支える戦略分野の１つ

に「コンテンツ産業」を挙げております。中でもデジタルコンテンツの市場は、平成13年に1.9兆円だった市場規模

が、平成22年には6.3兆円にまで成長すると予測されております。特に、当社が注力するゲーム（オンラインゲーム

を含む。）、映像、出版、音楽、携帯コンテンツ等は、ネットワークのブロードバンド化のみならず、ネットワー

クで接続される携帯機器やデジタル家電などの機器の増大、プラットフォーム機能の充実など、本格的な成長に向

けた環境が整ってきており、今後も拡大基調が続くものと考えられます。しかしながら、その確証はなく、また拡

大基調が続いた場合においても参入者の増加につながる等、当社に必ずしもプラスの影響を及ぼすとは限りませ

ん。 

②人材派遣市場及び業務請負市場の動向について 

人材派遣市場及び業務請負市場につきましては、その市場規模を拡大しつつあります。これは、企業が繁閑を問

わず労働力の外部調達を活用して固定費率を引き下げようとする流れがあること、リストラクチャリングの進行に

よる完全失業率の上昇に起因する人材流動化が進んだことに伴う社会構造の変化、並びにフリーターの増加に代表

される労働に係る意識の変化が背景にあります。また、労働環境に係る行政の考え方も変遷しつつあり、法規制等

についても変化しております。 

なお、人材派遣市場及び業務請負市場の市場環境の変化は未だ進行中であり、市場の成長を支える前述の社会構

造及び業界環境が完全に定着したと言い切るには、時間の経過は未だ不十分であると言わざるを得ません。現在の

ところ、社会構造及び業界環境の変化は当社の事業拡大に寄与したと評価できるものの、今後もプラスの影響を与

え続ける保証はありません。 



(2) 競合について 

前述のとおり、デジタルコンテンツ市場の拡大、並びに人材流動化や企業のコストマネジメントの厳密化等に伴

う人材派遣市場及び業務請負市場の拡大を背景として、当社の業績は人材派遣・請負サービスを中心に順調に伸長

しております。 

このような環境下において、当社と同様にデジタルクリエイターやＩＴエンジニアを派遣職種として取り扱う大

手派遣会社や、当該職種を含む技術的職種に特化した専門特化型派遣会社等の競合者は、近年増加している状況に

あります。 

当社は、平成７年10月、デジタルハリウッド株式会社（デジタルクリエイター養成スクールの運営会社）が養成

したデジタルクリエイターを市場に供給することを目的として設立された会社であり、設立当初から当該デジタル

クリエイターと市場ニーズのマッチングを目的としたトレーニングを実施してまいりました。したがって、当社

は、デジタルクリエイターやＩＴエンジニアに対するトレーニング及び当該派遣登録者と顧客企業とのマッチング

に係る豊富なノウハウを有しており、当該ノウハウを活かして、クォリティの高いデジタルクリエイターやＩＴエ

ンジニアを常に市場に供給することにより、市場優位性を確保していると考えております 

しかしながら、本来、人材派遣業、業務請負業に係る参入障壁は比較的低いものと思われ、新たな参入事業者の

登場が現実となった場合には当社の競合及び競争環境が変化し、当社の業績に悪影響を与える可能性があります。 

(3) 業務請負について 

当社の主力事業である人材コンサルティング事業のうちの「人材派遣・請負サービス」を構成する業務請負は、

顧客企業から企業ネットワークの運営管理やコンテンツ制作等を一括して請負い、当社が最適と判断した派遣登録

者との間で契約社員雇用契約を締結し、当社の指揮命令の下、当該契約社員を使って当該作業を完了させるサービ

スであり、「労働者派遣事業と請負により行われる事業との区分に関する基準（昭和61年厚生労働省告示第37

号）」その他の関連法令の規定にしたがって、当社が請負により行われる業務であると判断した業務についてのみ

請負作業を受注しております。 

また、当社は業務請負事業者として、仕事の完了（請負作業の完了）について顧客企業に対する責任を負うとと

もに、請負作業の遂行に当たり発生する労働災害、器物損壊等の損害に係る責任をも負っております。 

２．法的規制について 

(1) 許認可について 

当社の主力事業である人材コンサルティング事業のうちの「人材派遣・請負サービス」を構成する一般労働者派

遣事業（人材派遣事業）は、「労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の就業条件の整備等に関する法

律（以下、「労働者派遣法」という。）」の規制を受け、厚生労働大臣の許可を受けなければ事業を行うことでき

ません。 

また、当該事業のうちの「人材紹介サービス」を構成する有料職業紹介事業は、職業安定法の規制を受けてお

り、人材派遣事業と同様に厚生労働大臣の許可を受けなければ事業を行うことはできません。 

①一般労働者派遣事業に係る許可について 

人材派遣事業は、派遣される労働者の雇用形態により「特定労働者派遣事業」と「一般労働者派遣事業」に区分

されております。 

特定労働者派遣事業は、派遣される労働者が派遣元に常時雇用されている派遣事業であり、当該事業は届出制と

なっております。一方、当社が行う一般労働者派遣事業は、派遣を希望する労働者を登録しておき、労働者を派遣

する際にその登録されている労働者の中から条件に合致する労働者を雇い入れた上で派遣する派遣事業であり、労

働者派遣法第５条に基づき、当該事業は厚生労働大臣による許可制となっております。 

当社は、東京本社及び大阪支店、並びに名古屋支店について一般労働者派遣事業の許可を厚生労働大臣から受け

ており、当該許可の次回更新時期は平成20年12月31日となっております。 



②有料職業紹介事業に係る許可について 

職業紹介事業は、求人及び求職の申込を受け、求人者と求職者との間における雇用関係の成立を斡旋する事業で

あります。また、有料職業紹介事業とは、職業紹介事業について手数料または報酬を受けて行う事業であり、求職

者に紹介してはならない職業（港湾運送業務に就く職業、建設業務に就く職業等）以外の職業について、職業安定

法第30条第１項に基づく厚生労働大臣の許可を受けて行うことができます。 

当社は、東京本社及び大阪支店、並びに名古屋支店について有料職業紹介事業の許可を厚生労働大臣から受けて

おり、当該許可の次回更新時期は平成23年１月31日となっております。 

また、派遣先に派遣される労働者と派遣先企業の双方が一定の派遣期間を経て両者合意の上で正式な雇用契約を

締結する紹介予定派遣を事業として行おうとする者は、一般労働者派遣事業許可及び有料職業紹介事業許可を同時

に受けている必要があります。 

(2) 関連法令について 

①一般労働者派遣事業について 

当社の行う一般労働者派遣事業を規制する労働者派遣法は、常用雇用社員の雇用確保の観点から、人材派遣を行

うことのできる業務を26の業務（以下、「専門26業務」という。）に限定しておりましたが、平成11年12月に行わ

れた当該法令の改正後は、港湾運送業務、建設業務、警備業務及び政令において定める業務（製造業務、医療関係

業務、人事労務管理関係の使用者側の直接当事者となる業務及び弁護士、公認会計士、社会保険労務士等の士業

者）を除き派遣対象業務は原則自由化されました。この際、派遣受入期間の上限について専門26業務は３年間、そ

の他の業務はいくつかの例外を除き１年間という制限が残りましたが、平成16年３月に行われた改正においては、

派遣受入期間の条件付延長（専門26業務は３年間から無制限に、それ以外の業務は１年間から３年間に延長。）が

認められ、その他にも製造業務や医療関連業務に対する適用対象業務の条件付拡大、許可・届出手続きの簡素化等

の緩和的措置が盛り込まれました。 

相次ぐこれらの規制緩和により、これまで派遣を行うことができなかった営業業務、販売業務、製造業務等に人

材を派遣することが可能となり、また派遣受入期間についても旧26業務以外の業務の１年間から３年間への延長が

条件付で認められることとなったことから、人材派遣業界への他業界からの新規参入及び競争が今後促進される可

能性があります。 

②有料職業紹介事業及び紹介予定派遣について 

当社の行う有料職業紹介事業を規制する職業安定法は、当該事業を国の職業紹介事業を補完するものと位置付

け、適用対象職種を厳しく限定してきましたが、平成９年の労働省令の改正により規制が緩和され、適用対象職種

がホワイトカラーの分野で大幅に自由化されました。 

さらに、労働力受給調整に係る新たな国際労働基準である「ＩＬＯ第181号条約」の内容を踏まえ、平成11年12

月に職業安定法の改正が行われました。当該改正により、民間職業紹介事業者が取り扱う職種は原則自由化され、

人材派遣事業と同様に有料職業紹介事業に係る参入障壁も低くなりつつあります。 

また、平成12年12月に認可された紹介予定派遣は、平成16年３月の労働者派遣法の改正によりその規制が見直さ

れ、派遣就業中の派遣労働者及び派遣先に対する求人・求職の意思及び求人・求職条件の確認、派遣受入開始前及

び派遣就業中の求人条件または採用内定の明示、派遣就業開始前の面接及び履歴書の送付等が解禁されました。こ

れらの規制緩和により、人材派遣事業と同様に紹介予定派遣に係る参入障壁も低くなりつつあります。 

③労働関連法令の変更について 

労働基準法、労働者派遣法、職業安定法、健康保険法、厚生年金保険法及びその他の労働関連法令は、当社の事

業と密接に関係しております。 

しかしながら、昨今の労働市場を取り巻く社会情勢変化等に応じて労働関連法令の改正等が行われた場合、当社

の事業及び業績に対して何らかの影響が及ぶ可能性があります。 



３．当社の経営について 

(1) 社会保険（健康保険及び厚生年金保険）の加入等について 

当社は、派遣労働者の社会保険加入に係る経営方針として、社会保険の適用要件を満たす者は全て社会保険に加

入させることとしておりますが、社会保険適用者数は漸増しており、当社の社会保険料負担額も増加する傾向にあ

ります。また、社会保険に係る関連法令の改正（パート・アルバイトに係る適用要件の拡大等）等により、今後、

当社の社会保険費用負担が増大する可能性は否定できません。 

(2) 派遣登録者の確保、維持及び育成について 

当社の主力事業は人材コンサルティング事業であり、当該事業を継続するに当たり、派遣登録者（平成18年３月

31日現在の派遣登録者総数12,032名、そのうちの就業スタッフ数1,039名）の確保、維持及び育成（教育トレーニン

グ）は重要であります。また、就業中の派遣労働者（就業スタッフ）及び未就業の派遣登録者のフォローの実施、

顧客企業のニーズと派遣登録者のスキルレベル等の適切かつ迅速なマッチングを行う人材マッチングシステム「Ｍ

ｅｅｔｓ（ミーツ）」の活用等、これらの一連の仕組みが適切に機能することにより、当社の競争力は高位安定的

に維持されているものと思われます。 

なお、平成18年３月31日現在、当社の就業スタッフの平均年齢は30.2歳となっておりますが、今後の派遣登録者

の主要年齢層に該当すると思われる20歳から29歳までの若年人口は、平成８年度の19,130千人をピークに、それ以

降漸減傾向（注）にあります。また、既存の競合者や新規参入者との競争の激化により派遣登録者獲得競争は今後

さらに激化する可能性があり、当社の必要とする派遣登録者の質量を確保できない場合には、当社の業績に悪影響

を及ぼす可能性があります。 

（注）総務省統計局が発表する、国勢調査に基づく我が国の推計人口統計によっております。 

(3) 今後の事業展開に係る方針について 

当社グループは、平成19年３月期をスタートとする３ヵ年の中期経営計画を策定し、「デジタルコンテンツ制作

市場において、クリエイター、クライアント、教育機関に対するワンストップ・ソリューション・プロバイダーと

してオンリーワンの存在となる」という新たなビジョンを掲げて、その実現に向けた戦略をスタートいたしまし

た。 

当社の目指す「ワンストップ・ソリューション・プロバイダー」とは、デジタルコンテンツ制作市場にターゲッ

トを絞り、当該市場で活躍するクリエイター及びクライアント、並びに教育機関に必要なソリューションを提供し

ていくことを目標にしたものであります。 

    会社創業時から現在に至るまで、人材コンサルティング事業における人材派遣・請負サービスを中心に拡大をし

てまいりましたが、正社員の斡旋を行う人材紹介サービス及びコンテンツ制作サービス、並びにトレーニングサー

ビス等、サービス内容の強化や拡大のため、当該連結会計年度から、企業との業務提携や買収により体制を構築し

てまいりました。 

当社は、このような業務提携や買収に当たり慎重に判断する方針でありますが、当社の見込みに係る実現可能性

につきましては業務提携等の開始時点において確証はなく、当社が負担する費用が将来において回収できない場合

や、多額の資金負担や連結調整勘定の償却の発生等により、当社グループの業績に影響を与える可能性がありま

す。 



(4) 知的財産権等の侵害に係るリスクについて 

当社が派遣する派遣労働者（就業スタッフ）が派遣先において制作するデジタルコンテンツ等、または当社が制

作を受託して当社の従業員、契約社員または外注先が制作するデジタルコンテンツ等に係る制作技術及びノウハウ

は、一般的に特許権、実用新案権等の工業所有権出願に馴染む性格のものではなく、この点において、当社が事業

を行うに当たり、第三者の有する特許権、実用新案権等の工業所有権を侵害する可能性は少ないものと思われ、ま

た過去において当社が第三者の有する特許権、実用新案権等の工業所有権を侵害した実績もありません。 

一方、例えばＣＧで制作されたオリジナルキャラクターが既存の著名なキャラクターに酷似してしまう等、それ

らのデジタルコンテンツが結果として第三者の著作権を侵害することは充分に想定されます。したがって、当社は

当該事態を招来しないよう、当社の派遣登録者及び当社の従業員全員より、登録時または入社時に第三者の著作権

を侵害しない旨の誓約書を徴求し、第三者の著作権の侵害の予防に努めております。 

なお、就業スタッフが派遣先において制作したデジタルコンテンツによる第三者の著作権の侵害の有無につきま

しては、当該就業スタッフは派遣先の指揮命令の下にあることから派遣先における管理監督者が確認いたします。

また、当社の従業員、契約社員または外注先が制作したものにつきましては、当社が当該デジタルコンテンツによ

る第三者の著作権の侵害の有無を確認いたします。 

しかしながら、我が国において、著作権は特許権、実用新案権、商標権等と異なり、創作物を創作した時点で権

利が発生し、発生のためには何らの方式を要しない権利（無方式主義）であることから、権利の侵害の有無に係る

確認の範囲は自ずと限定されるため、著作権侵害に係る問題を完全に回避することは困難であります。万が一、他

人から著作権を侵害しているとの指摘が行われた場合、当社は紛争解決までに多大な時間的及び金銭的コストを負

担しなければならないおそれがあり、その場合には当社の業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

(5) 個人情報の管理について 

当社は、人材コンサルティング事業を行うに当たり、派遣登録者や職業紹介希望者の個人情報を有しております

が、平成11年12月に実施された労働者派遣法の改正に伴い、当該個人情報の適正な管理が義務付けられておりま

す。 

当社は、当該法令の規定の遵守をも踏まえた情報管理という観点から、個人情報の厳正な管理及び漏洩防止を定

めた「個人情報保護管理規則」を制定し、それに加えて当社の全ての従業員との間においては機密保持に係る「誓

約書」を個別に締結して、個人情報の漏洩の未然防止に努めております。 

さらに、当社は、派遣登録者の個人情報をも含めた重要な業務管理情報についてＩＤ及びパスワードによって管

理するとともに、インターネットを通じた外部からのアクセスによる情報流出の防止策を採用しております。 

また、平成15年５月に成立した個人情報保護法が平成17年４月１日からは全面施行されたことに伴い、平成17年

３月にプライバシーマークを取得しております。 

しかしながら、このような対策をもってしても個人情報を含むそれらの重要情報に係る社外漏洩を防止できず、

当該情報漏洩に起因して第三者に何らかの損害が発生した場合には、当社が損害賠償請求の対象となる可能性があ

ります。また、当社の情報管理体制に係る良くない風評が発生し、当社の事業活動に悪影響を及ぼす可能性があり

ます。 

(6) 業務管理情報システムに係るリスクについて 

当社は業務管理情報システムを保有しており、当該システム内に、派遣登録者の個人情報及び顧客企業に係る基

本情報等を蓄積しております。これらの情報は、顧客企業のニーズに対して最適である派遣登録者を選択し、迅速

にマッチングすることを可能としております。また、当社は、派遣登録者に対する労働債務の管理、給与の支払、

顧客企業に対する派遣代金等の請求、与信管理等の業務も当該システムによって行っており、当社の業務効率は当

該システムに大きく依存しております。 

しかしながら、当該システムが稼動しているサーバー（バックアップ用サーバーを含めて２台）が、不測の事態

（地震等の災害に伴う停電、故障等）により同時に停止した場合には、当社の業務の遂行に支障を来たし、ひいて

は当社の業績に大きな影響を及ぼす可能性があります。 

(7) 代表取締役社長に対する依存について 

当社の経営方針及び経営戦略の決定、並びに実行の側面において、当社の創業者であり代表取締役社長である藤

川幸廣が重要な役割を担っております。当社は、藤川幸廣に対して過度に依存しない体制を徐々に構築しつつあり

ますが、現時点においては、藤川幸廣が代表取締役社長を退く等、何らかの理由により当社への関与を停止した場

合、今後の当社の経営戦略及び業績に何らかの影響を及ぼす可能性があります。 



(8) ストックオプションについて 

当社は、ストックオプション制度を導入しており、従業員及び役員に対するインセンティブプランの一環とし

て、平成14年１月10日付で旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権を、平成16年７月14日付及び平成17年11月

18日付で旧商法第280条ノ20及び旧商法第280条ノ21の規定に基づく新株予約権を発行しております。 

平成18年３月31日現在における当社の発行済株式総数は28,634株でありますが、平成14年１月10日付で発行した

旧商法第280条ノ19による新株引受権及び平成16年７月14日付、並びに平成17年11月18日付で発行した新株予約権の

潜在株式数は合計2,024株であり、発行済株式総数の7.1％に相当しております。これらの権利行使が行われると、

１株当たりの株式価値は希薄化する可能性があります。 

  

４．親会社等との関係について 

(1) カルチュア・コンビニエンス・クラブ株式会社と当社の関係について 

 カルチュア・コンビニエンス・クラブ株式会社（東証１部：銘柄コード4756）は、当社の親会社であり、平成18

年３月31日現在において当社の発行済株式総数の50.6％を保有しております。同社は、平成17年11月８日付けで実

施された当社筆頭株主からの株式異動により親会社となりました。 

 当該株式の異動理由は、同社グループが平成18年３月１日に実施した持株会社制への移行を見据え、当社を同社

グループにおける人材開発を担う戦略的会社として位置付けることが目的であります。 

  同社及び同社グループ企業との取引関係はありますが、事業上の依存関係は無く、その取引条件及び取引条件の

決定方針につきましては、一般的取引条件と同様に決定しております。なお、提出日現在、当社の監査役１名が同

社の取締役を兼務しております。 

(2) デジタルハリウッド株式会社について 

当社の兄弟会社であるデジタルハリウッド株式会社は、平成６年10月にデジタルクリエイターの発掘及び育成を

目的として設立された会社であり、デジタルクリエイター養成スクール及び大学、並びに大学院の運営をその事業

内容としております。 

当社は、当社が行う宣伝活動（求人誌等による派遣登録者の募集）及び口コミによって大半の派遣登録者を獲得

しておりますが、当社は同社が養成したデジタルクリエイターを市場に供給することを目的として設立された会社

であり、また現在においても同社が我が国有数のデジタルクリエイター養成スクールの運営会社であるという理由

から、当社の派遣登録者のうちの30％程度を、同社が運営するデジタルクリエイター養成スクールの卒業生が占め

る状態が継続しております。 

しかしながら、当社と同社の間には派遣登録者獲得に係る業務提携等が何ら存在する訳ではなく、同社が運営す

るデジタルクリエイター養成スクールの卒業生の当社への派遣登録は全て当該卒業生の意思決定に拠るものであ

り、当該派遣登録について、当社と同社との間における取引関係は一切存在いたしません。また、今後、当社と同

社が派遣登録に関して業務提携等を行う予定もありません。 

なお、当社とデジタルハリウッド株式会社との間の取引につきましては、連結財務諸表及び財務諸表の注記事項

（関連当事者との取引）に記載しております。 

５【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

６【研究開発活動】 

該当事項はありません。 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

当社グループに関する財政状態及び経営成績の分析・検討内容は、原則として連結財務諸表及び財務諸表に基づい

て分析した内容であります。なお、文中の将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成18年６月27日）現在に

おいて当社グループが判断したものであります。 

(1) 重要な会計方針及び見積り 

当社グループの連結財務諸表及び財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して作成しております。その作成には経営者による会計方針の選択・適用、資産・負債及び収益・費用の報告金

額及び開示に影響を与える見積りを必要としております。経営者は、これらの見積りについて過去の実績等を勘案

し合理的に判断しておりますが、実際の結果は、見積り特有の不確実性があるため、これらの見積りと異なる場合

があります。 

 当社グループは、特に次の重要な会計方針が、連結財務諸表及び財務諸表作成における重要な見積りの判断に大

きな影響を及ぼすと考えております。 

① 貸倒引当金の計上基準 

当社グループは、売上債権等の貸倒損失に備えて回収不能となる見積額を貸倒引当金として計上しておりま

す。将来、顧客の財務状態が悪化し、支払能力が低下した場合には、引当金の追加計上または貸倒損失が発生す

る可能性があります。 

② 有価証券の減損処理 

当社グループの保有する株式には、価格変動リスクを負っている公開会社の株式と、株価の決定が困難である

非公開会社の株式が含まれております。当社グループでは、時価または実質価額が著しく下落し、かつ回復の可

能性があると認められないと判断した場合、有価証券の減損処理を行っております。なお、当連結会計年度にお

いて、保有する株式に減損処理が必要なものはありません。将来、株式市況が悪化した場合、または投資先の業

績不振により、有価証券評価損を計上する可能性があります。 

③ 繰延税金資産の回収可能性の評価 

当社グループは、繰延税金資産の回収可能性の評価に際して、将来の課税所得を合理的に見積っております。

繰延税金資産の回収可能性は将来の課税所得の見積りに依存しますので、その見積額が減少した場合は繰延税金

資産が減額され、税金費用が計上される可能性があります。 

(2) 経営成績の分析 

当連結会計年度の経済状況は、原油価格の高騰等のリスク要因による足踏み状態から、企業収益の回復を背景

とした設備投資の増加や所得環境の好転による個人消費の増加により、景気の回復が鮮明になってまいりまし

た。このような経済状況の下、当連結会計年度の業績は、売上高5,479,600千円（当連結会計年度が連結初年度で

あるため前年同期比較値はなし。以下同じ）、経常利益165,620千円、当期純利益75,504千円となりました。 

① 売上高 

 当連結会計年度の売上高は5,479,600千円でありますが、そのうち、人材コンサルティング事業売上が5,343,633

千円と全売上の97.5％を占めております。人材コンサルティング事業売上を事業のサービス別に分類すると、人材

派遣・請負サービスが4,845,706千円、人材紹介サービスが148,377千円、コンテンツ制作サービスが344,004千

円、トレーニングサービスが5,545千円となっております。(人材派遣・請負サービスを派遣職種別に分類すると、

Ｗｅｂソリューションが1,934,486千円、ゲームエンタテインメントが1,800,449千円、ビジュアルエンタテインメ

ントが581,239千円、ＩＴエンジニアが328,119千円、プロダクト・デザインが201,411千円となっております。） 

② 販売費及び一般管理費の分析 

当連結会計年度の販売費及び一般管理費は1,267,463千円であり、当連結会計年度の売上高に占める販売費及び

一般管理費率は、23.1％となっております。 



(3) 資本の財源及び資金の流動性についての分析 

    ①  キャッシュフローの状況 

当連結会計年度における現金及び現金同等物(以下、「資金」という。)は、税金等調整前当期純利益等に伴う営

業キャッシュ・フローの増加、及び短期借入金の増加等による財務キャッシュ・フローの増加があったものの、持

分法適用関連会社である株式会社ワークスコーポレーションへの貸付や本社増床による敷金支払等の投資キャッシ

ュ・フローによる減少により668,645千円となりました。 

なお、営業活動によって得られた資金は131,165千円となりました。 

② 資金需要について 

当連結会計年度において、関連会社への貸付金、本社増床による敷金支払、有価証券の取得、トレーニング設備

の増強等あわせて、408,946千円を支出しております。当該支出につきましては主に内部留保資金や公募増資で得

た資金を充当しております。 

     今後の必要資金につきましては、営業活動により生み出されるキャッシュ・フローの他、外部からの借入や市場

からの調達等を慎重に検討し、対応していく予定です。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当連結会計年度は、名古屋支店の開設やクリエイターのスキル向上を目的としたトレーニング設備の拡充に加え、

引き続き情報共有による営業効果向上や生産性向上を目的とした設備投資を行うとともに、全社コンプライアンス体

制の確立を目的としたシステムのカスタマイズやセキュリティの強化を主目的としたソフトウェア及び器具及び備品

等、あわせて122,826千円の設備投資を実施いたしました。 

 主な設備投資としては、本社増床に伴う敷金等65,436千円、人材情報システム「ＣＩＯＳ」等の開発に伴うソフト

ウェア19,470千円、名古屋支店開設に伴う建物等10,115千円、セキュリティ及びシステムインフラ増強に伴う器具及

び備品9,245千円を実施いたしました。 

２【主要な設備の状況】 

(1）提出会社 

 当社は、国内に３ヶ所の事業所を有しております。 

 平成18年３月31日現在における各事業所の設備、投下資本及び従業員の配置状況は、次のとおりであります。 

 （注）１．金額には消費税等は含まれておりません。 

２．従業員数の（ ）は、臨時雇用者数（年間の平均人員数）を外書しております。 

３．リース契約による主な賃借設備は、次のとおりであります。 

事業所名 
(所在地) 

事業の部門
別の名称 

設備の内容 

帳簿価額（千円） 
従業員
数 
(人) 建物 

器具及び
備品 

ソフトウ
ェア 

敷金保証
金 

合計 

本社 

(東京都渋谷区) 

人材コンサ

ルティング

事業 

IT戦略部 

管理部 

統括業務施

設 

営業拠点 

トレーニン

グ施設 

20,928 29,807 74,864 113,156 238,756 
77 

(8)

大阪支店 

(大阪市北区) 

人材コンサ

ルティング

事業 

営業拠点 

トレーニン

グ施設 

5,184 654 1,453 8,422 15,714 
10 

(1)

名古屋支店  

(名古屋市中区)  

人材コンサ

ルティング

事業  

営業拠点  

トレーニン

グ施設  

3,426 16 564 2,071 6,078 
3 

(1)

名称 数量 
リース期間 
（年） 

年間リース料 
（千円） 

リース契約残高 
（千円） 

制作用ワークステーション 25台 3 1,529 7,257 

トレーニング用ワークステーション 26台 3 2,716 4,341 

ネットワークセキュリティ環境 １式 5 3,793 4,186 

複合機及びプリンタ ５台 4 1,301 3,534 

Ｗｅｂ勤怠システムサーバー   １式  5 985 1,583 

資産管理ツール  １式  5 1,335 1,261 



(2）国内子会社 

 （注）１．金額には消費税等は含まれておりません。 

２．従業員数の（ ）は、臨時雇用者数（年間の平均人員数）を外書しております。 

  

  

３【設備の新設、除却等の計画】 

 当社グループの設備投資については、経済動向、業界動向、投資効率等を総合的に勘案して策定しております。 

 なお、平成18年３月31日現在における重要な設備の新設、改修計画は次のとおりであります。 

(1）重要な設備の新設 

(2）重要な設備の除却等 

該当事項はありません。 

会社名 事業所名 
（所在地） 

事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の内容 

帳簿価額（千円） 
従業員数
（人） 建物 器具及び備品 

 ソフト
ウェア 

 敷金保
証金 合計 

㈱バウハウス・

エンタテインメ

ント  

本社  

(東京都渋谷区) 

人材コンサル

ティング事

業  

ソフトウェア － － 665 － 665 3

㈱ウェブ・ワー

カーズ  

本社  

(東京都渋谷区) 

人材コンサル

ティング事

業  

サーバー・ネ

ットワーク関

連機器等  

2,800 4,844 11,445 5,355 24,446 
33 

 (8) 

会社名 
事業所
名 

所在地 
事業の
部門別
の名称 

設備の内容 

投資予定金額 
資金調
達方法 

着手及び完了予定 完成後
の増加
能力 

総額 
（千円）

既支払額
（千円）

着手 完了 

㈱デジ

タルス

ケープ 

本社 
東京都

渋谷区 
全社  

基幹システ

ム再構築  
38,000 －

自己資

金 
平成17年10月 平成19年３月  －  

㈱デジ

タルス

ケープ 

本社  
東京都

渋谷区 

人材コ

ンサル

ティン

グ  

ＣＩＯＳ他

既存システ

ムカスタマ

イズ 

28,000 －
自己資

金 
平成18年２月 平成19年３月  －  

㈱デジ

タルス

ケープ 

本社  
東京都

渋谷区 
全社 

システムイ

ンフラ増

強  

27,000 －
自己資

金 
平成18年４月 平成19年３月  － 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注） 「提出日現在発行数」欄には、平成18年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株引受権及び新株

予約権の行使により発行された株式数は含まれておりません。 

(2）【新株予約権等の状況】 

旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権に関する事項は、次のとおりであります。 

①平成14年１月10日臨時株主総会決議 

  

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 48,000 

計 48,000 

種類 
事業年度末現在発行数

（株） 
（平成18年３月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年６月27日） 

上場証券取引所名 内容 

普通株式 28,634 28,712 
大阪証券取引所 

（ヘラクレス） 
－ 

計 28,634 28,712 － － 

区分 
事業年度末現在 

（平成18年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数（個）    － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 544 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 73,334 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成16年１月11日 

至 平成19年１月10日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   73,334  

資本組入額  36,667  

 発行価格   同左  

 資本組入額  同左  

新株予約権の行使の条件 

(7)ストックオプション

制度の内容 （平成14年

１月10日臨時株主総会決

議）をご参照ください。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

(7)ストックオプション

制度の内容 （平成14年

１月10日臨時株主総会決

議）をご参照ください。 

同左 



   旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

①平成16年３月24日臨時株主総会決議 

  

②平成17年6月24日第10回定時株主総会決議 

区分 
事業年度末現在 

（平成18年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数（個） 219 193 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 657 579 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 73,334 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年３月25日 

至 平成26年３月24日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   73,334   

 資本組入額  36,667   

  発行価格   同左  

     資本組入額  同左 

新株予約権の行使の条件 

(7)ストックオプション制

度の内容 （平成16年３

月24日臨時株主総会決

議）をご参照ください。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

(7)ストックオプション制

度の内容 （平成16年３

月24日臨時株主総会決

議）をご参照ください。 

同左 

区分 
事業年度末現在 

（平成18年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数（個） 823 817 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 823 817 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 278,000   同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成19年６月25日 

至 平成27年６月24日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格    278,000   

 資本組入額  139,000   

    発行価格   同左   

    資本組入額  同左   

新株予約権の行使の条件 

(7)ストックオプション制

度の内容 （平成17年６

月24日第10回定時株主総

会決議）をご参照くださ

い。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

(7)ストックオプション制

度の内容 （平成17年６

月24日第10回定時株主総

会決議）をご参照くださ

い。 

同左 



(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）１．１株につき２株の割合をもって株式分割し、発行済株式総数が4,240株増加しております。 

２．有償一般募集（ブックビルディング方式による募集） 

発行価格   266,800円 

資本組入額  102,000円 

       払込金総額  266,800千円 

        ３．１株につき３株の割合をもって株式分割し、発行済株式総数が18,960株増加しております。 

４．新株予約権等の行使による増加であります。 

(4）【所有者別状況】 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成13年12月５日 

（注）１ 
4,240 8,480 － 227,000 － 132,500 

平成17年２月９日 

（注）２ 
1,000 9,480 102,000 329,000 164,800 297,300 

平成17年５月20日 

    （注）３ 
18,960 28,440 － 329,000 － 297,300 

平成17年６月１日～  

平成18年３月31日 

    （注）４ 

194 28,634 7,113 336,113 7,113 304,413 

  平成18年３月31日現在

区分 

株式の状況 

端株の状況 政府及び
地方公共
団体 

金融機関 証券会社 その他の法人 

外国法人等  
個人その他 計 

個人以外 個人

株主数

（人） 
－ 2 8 19 2 － 1,505 1,536 － 

所有株式

数（株） 
－ 379 253 18,306 162 － 9,534 28,634 － 

所有株式

数の割合

（％） 

－ 1.32 0.88 63.93 0.57 － 33.30 100 － 



(5）【大株主の状況】 

   （注）１. 前事業年度末現在主要株主であったマスダアンドパートナーズ株式会社は、期中において持分全てを

カルチュア・コンビニエンス・クラブ株式会社に譲渡したことによって、当事業年度末においてはカ

ルチャ・コンビニエンス・クラブ株式会社が主要株主となっております。 

       ２． 個人情報保護の観点より当該株主は個人株主のため、住所の一部記載を省略しております。 

  平成18年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

カルチュア・コンビニエンス・ク

ラブ株式会社 
大阪府大阪市北区梅田２丁目５-25 14,480 50.57 

楽天株式会社 
東京都港区六本木６丁目10-１六本木

ヒルズ森タワー 
2,880 10.06 

藤川幸廣 東京都世田谷区（注２） 2,684 9.37 

デジタルスケープ従業員持株会 
東京都渋谷区道玄坂１丁目10-８渋谷

野村ビル８階 
1,203 4.20 

株式会社ＩＭＡＧＩＣＡ 東京都品川区東五反田２丁目14-１ 600 2.10 

大阪証券金融株式会社 大阪府大阪市中央区北浜２丁目４-６ 355 1.24 

フューチャーシステムコンサルテ

ィング株式会社 

東京都渋谷区渋谷３丁目28-13渋谷新

南口ビル 
300 1.05 

篠原淳 東京都目黒区（注２） 216 0.75 

松井証券株式会社（一般信用口） 東京都千代田区麹町１丁目４ 183 0.64 

大林克己 東京都町田市（注２） 140 0.49 

計 － 23,041 80.47 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

  平成18年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他）   普通株式  28,634 28,634 － 

端株 － － － 

発行済株式総数 28,634 － － 

総株主の議決権 － 28,634 － 

  平成18年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 



(7）【ストックオプション制度の内容】 

 当社は、ストックオプション制度を採用しております。当該制度は、旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受

権を付与する方法、商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権を発行する方法によるものでありま

す。 

 当該制度の内容は、以下のとおりであります。 

（平成14年１月10日臨時株主総会決議） 

（注）１．当該ストックオプションに係る行使の条件及び譲渡に関する事項は、次のとおりであります。 

 (1)権利を付与された者は、新株引受権行使時においても、当社の取締役又は従業員であることを要します。 

 (2)権利を付与された者が在任又は在職中に死亡した場合は、相続人がこれを行使することができるものといたし

ます。 

 (3)新株引受権の譲渡及び質入その他の処分は認めないものといたします。 

 (4)新株引受権に関するその他の条件については、臨時株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と対象取締

役・従業員との間で締結する新株引受権付与契約に定めるものといたします。 

２．行使価額の調整 

    当社が株式分割又は株式併合を行う場合は次の算式により発行価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数

は切り捨てます。 

    また、当社が時価を下回る価額で新株発行（転換社債の転換及び旧商法第280条ノ19に基づく新株引受権行使の

場合を含まない。）するときは、次の算式により発行価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上

げます。 

   ３．平成14年４月１日以降、付与対象者として指定された当社従業員の中に、辞退者及び当社との雇用関係が確定

的に終了した従業員がおります。そのため平成18年５月31日現在での新株予約権保有者は、当社取締役４名と

当社従業員13名、またその新株引受権を行使できる上限株式数の合計は、平成17年５月20日付で実施した株式

分割の影響を反映し544株となっております。今後においても退職等の権利喪失事由に基づき、新株発行予定数

が変動することがあり得ます。 

   ４．平成17年５月20日付で実施した株式分割（分割比率1：3）の影響を反映した場合の株式の数は762株、同じく

新株予約権の行使時の払込金額は73,334円であります。 

決議年月日 平成14年１月10日 

付与対象者の区分及び人数（名） 
取締役 ４名 

従業員 25名 （注）３ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数（株） 254（注）２、３、４ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 220,000（注）２、４ 

新株予約権の行使期間 
自 平成16年１月11日 

至 平成19年１月10日 

新株予約権の行使の条件 （注）１ 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）１ 

調整後発行価額 ＝ 調整前発行価額 × 

１ 

 分割・併合の比率

  
 既発行株式数 ＋

 新規発行株式数 × １株当たり払込金  

 調整後発行価額 ＝ 調整前発行価額 × 

 時価  

 既発行株式数＋新規発行株式数  



（平成16年３月24日臨時株主総会決議） 

（注）１．当該ストックオプションに係る行使の条件及び譲渡に関する事項は、次のとおりであります。 

 (1)新株予約権の割当を受けたものは、権利行使時においても、当社取締役、監査役もしくは従業員の地位である

ことを要します。ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な事由のある場合はこの限りでありませ

ん。 

 (2)新株予約権の割当を受けたものが在任又は在職中に死亡した場合は、相続人がこれを行使することができるも

のといたします。 

 (3)新株予約権の譲渡及び質入等は、これを認めないものといたします。 

 (4)新株予約権に関するその他の条件については、臨時株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と対象取締

役・監査役・従業員との間で締結する新株予約権契約に定めるものといたします。 

２．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、各発行対象者の１個あたりの新株予約権の行使により発行される株

式の数は、次の算式により調整されるものといたします（１株未満の株式については切り捨て）。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

また、当社が時価を下回る価額で新株を発行する場合（新株予約権の行使によるものを除く。）は、次の算式

により払い込む金額を調整するものとします（１円未満の端数は切り上げ）。 

   ３．平成16年７月14日の発行日以降、付与対象者として指定された当社従業員の中に、辞退者及び当社の雇用関係

が確定的に終了した従業員がおります。そのため平成18年５月31日現在での新株予約権保有者は、当社取締役

４名及び当社監査役１名、並びに当社従業員53名、またその新株予約権を行使できる上限株式数の合計は、平

成17年５月20日付で実施した株式分割の影響を反映し579株となっております。今後においても退職等の権利

喪失事由に基づき、新株発行予定数が変動することがあり得ます。 

４．平成17年５月20日付で実施した株式分割（分割比率1：3）の影響を反映した場合の株式の数は762株、同じく

新株予約権の行使時の払込金額は73,334円であります。 

決議年月日 平成16年３月24日 

付与対象者の区分及び人数（名） 

取締役 ４名 

監査役 ２名 

従業員 72名  （注）３ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数（株） 254（注）２、３、４ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 220,000（注）２、４ 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年３月25日 

至 平成26年３月24日 

新株予約権の行使の条件 （注）１ 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）１ 

        

既発行株式数＋

新発行株式数×１株当たりの払込金額 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 

新株発行前の株価 

既発行株式数＋新発行株式数 



（平成17年６月24日定時株主総会決議） 

（注） １．当該ストックオプションに係る行使の条件及び譲渡に関する事項は、次のとおりであります。 

     (1)新株予約権の割当を受けたものは、権利行使時においても、当社取締役、監査役もしくは従業員の地位であ

ることを要します。ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な事由のある場合はこの限りであり

ません。 

        (2)新株予約権の割当を受けたものが在任又は在職中に死亡した場合は、相続人がこれを行使することができる

ものといたします。 

        (3)新株予約権の譲渡及び質入等は、これを認めないものといたします。 

        (4)新株予約権に関するその他の条件については、定時株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と対象取

締役・監査役・従業員との間で締結する新株予約権契約に定めるものといたします。 

      ２．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数は調整されるものといたしま

す。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の

数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株の100分の１未満の端数については、これを切り捨てるものと

いたします。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、又は当社が新設分割

もしくは吸収分割を行う場合等、株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、当社は、必要

と認める株式数の調整を行うものといたします。 

   １株当たりの払込金額は、新株予約権発行の日（以下「発行日」という）の属する月の前月各日（取引が成立

しない日を除く）における大阪証券取引所における当社株式の普通取引の終値の平均値の金額とし、これによ

り生じた１円未満の端数は切り上げるものといたします。ただし、その金額が発行日の終値（当日に終値がな

い場合は、それに先立つ直近日における終値）を下回る場合は、発行日の終値といたします。 

なお、新株予約権発行後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調

整によって生じる１円未満の端数は切り上げるものといたします。 

 また、新株予約権発行日以降に当社が時価を下回る価額で新株を発行する場合（新株予約権、旧商法第280条

ノ19の規定に基づく新株引受権の行使によるものを除く）、又は自己株式の処分を行う場合は、次の算式によ

り払込金額は調整され、調整によって生じる１円未満の端数は切り上げます。 

決議年月日 平成17年６月24日 

付与対象者の区分及び人数（名） 

   取締役 ４名 

  監査役 ２名 

  従業員 54名  （注）３ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数（株） 853（注）２、３ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 278,000（注）２ 

新株予約権の行使期間 
自 平成19年６月25日 

至 平成27年６月24日 

新株予約権の行使の条件 （注）１ 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）１ 

調整後払込金額  ＝  調整前払込金額  × 
 １ 

 分割・併合の比率 

        

既発行株式数＋

新発行株式数×１株当たりの払込金額 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 

新株発行前の株価 

既発行株式数＋新発行株式数 



    ３．平成17年11月18日の発行日以降、付与対象者として指定された当社従業員の中に、当社の雇用関係が確定的に

終了した従業員がおります。そのため平成18年５月31日現在での新株予約権保有者は、当社取締役４名及び当

社監査役１名、並びに当社従業員51名、またその新株予約権を行使できる上限株式数の合計は、817株となっ

ております。今後においても退職等の権利喪失事由に基づき、新株発行予定数が変動することがあり得ます。



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

          （注）平成18年６月26日開催の定時株主総会において定款の一部を変更し、「取締役会の決議により、市場

取引等による自己株式の取得を行うことができる。」旨を定款に定めております。 

  

    (2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

該当事項はありません。 

３【配当政策】 

 当社は、株主に対する利益還元と同時に競争力の確保を重要な経営課題として認識しております。利益還元につきま

しては、第２期、第３期、第５期、第８期、第９期及び第10期において配当を実施しており、経営成績を勘案しつつ

も、できる限り安定的に配当することを念頭においてまいりました。 

当事業年度につきましても、上記方針に基づき１株当たり1,000円の配当を実施することを決定し、事業拡大を目的

とした設備投資やシステム開発、人員拡充等に充当するための内部留保を行いながらも、前事業年度と同等の配当とい

たしました。 

今後につきましても、経営基盤の強化及び積極的な事業展開のために内部留保の充実を行い、企業価値を高めていく

とともに、各期の業績を考慮した上で、相応の配当の実施を図りたいと考えております。 

  平成18年６月26日現在

区分 株式の種類 株式数（株） 価額の総額（円）

自己株式取得に係る決議  － － － 



４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）１．最高・最低株価は、大阪証券取引所ヘラクレスにおけるものであります。 

なお、平成17年２月10日付をもって同取引所に株式を上場いたしましたので、それ以前の株価については該

当事項はありません。 

２．※印は、株式分割による権利落後の株価であります。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、大阪証券取引所ヘラクレスにおけるものであります。 

回次 第７期 第８期 第９期 第10期 第11期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高（円） － － － 
1,640,000 

※402,000 
456,000 

最低（円） － － － 
960,000 

※342,000 
175,000 

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月 

最高（円） 275,000 285,000 300,000 337,000 276,000 

  

257,000 

  

最低（円） 248,000 254,000 248,000 264,000 175,000 

  

210,000 

 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（株） 

代表取締役社長 － 藤川 幸廣 昭和32年３月３日生 

昭和54年４月 株式会社大沢商会入社 

昭和59年５月 株式会社フォトロン入社 

昭和63年４月 同社コンピュータグラフィックス

課課長 

平成４年５月 同社米カリフォルニア州サンノゼ

オフィスマネージャー 

平成５年９月 同社映像システム課課長 

平成７年10月 当社設立 代表取締役社長就任

（現任） 

平成18年３月 株式会社バウハウス・エンタテイ

ンメント 代表取締役社長就任

（現任）  

平成18年４月 株式会社ＣＣＣキャスティング取

締役就任（現任）   

平成18年４月 株式会社インターアクティブデザ

イン 取締役就任（現任）  

2,684 

専務取締役 
本社営業・大

阪担当 
大林 克己 昭和32年１月24日生 

昭和54年４月 株式会社大沢商会入社 

昭和59年４月 日本ビクター株式会社入社 

平成12年９月 当社入社 ｅＣＲＭ事業部長 

平成12年12月 当社取締役ｅＣＲＭ事業部長就任 

平成14年４月 当社渉外担当取締役 

平成15年４月 当社取締役アウトソーシング事業

部長 

平成16年４月 当社取締役Ｗｅｂ／ＩＴ担当 

平成17年４月 当社取締役本社営業担当 

平成17年４月 株式会社ウェブ・ワーカーズ（現

株式会社インターアクティブデザ

イン） 取締役就任（現任）  

平成17年６月 株式会社クラフテックス（現株式

会社バウハウス・エンタテインメ

ント） 取締役就任 

平成18年４月 当社専務取締役就任 本社営業・

大阪担当（現任） 

140 

常務取締役 管理担当 篠原 淳 昭和42年２月16日生 

平成２年４月 株式会社リクルートコスモス入社 

平成４年７月 株式会社コスモスライフ入社 

平成８年２月 株式会社ビジュアルサイエンス研

究所入社 

平成８年７月 株式会社デジタルアミューズ 取

締役経営企画室室長 

平成９年10月 当社入社 管理部経理財務担当 

平成12年６月 当社取締役管理本部長就任 

平成14年４月 当社財務担当取締役 

平成15年４月 当社取締役管理部ゼネラルマネー

ジャー 

平成17年12月 株式会社エクステージ 取締役就

任（現任）  

平成18年４月 当社常務取締役就任 管理担当 

（現任） 

216 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（株） 

取締役 

名古屋・教育

支援担当

（兼）名古屋

支店長 

高畑 秀道 昭和42年８月１日生 

平成２年４月 株式会社内田洋行入社 

平成６年１月 同社大阪支店総務課主任 

平成９年２月 当社入社 管理部配属 

平成13年６月 当社取締役経営企画室室長就任 

平成14年４月 当社管理担当取締役 

平成15年４月 当社取締役経営企画室長 

平成16年４月 当社営業推進担当取締役 

平成16年10月 当社事業推進担当取締役 

平成17年４月 当社取締役大阪・名古屋担当 大

阪支店長（兼）名古屋支店長 

平成18年４月 当社取締役 名古屋・教育支援担

当（兼）名古屋支店長（現任） 

102 

取締役  － 高橋 誉則 昭和48年６月25日生 

平成９年４月 カルチュア・コンビニエンス・ク

ラブ株式会社  

平成17年４月 同社ＦＣ事業本部 ＦＣ人事グル

ープグループリーダー  

平成18年２月 株式会社ＣＣＣキャスティング取

締役就任  

平成18年３月 同社取締役副社長就任（現任）  

平成18年４月 デジタルハリウッド株式会社取締

役就任（現任） 

平成18年４月 カルチュア・コンビニエンス・ク

ラブ株式会社人材本部本部長  

平成18年５月 同社執行役員（兼）人材本部本部

長（現任）  

平成18年５月 株式会社ＴＳＵＴＡＹＡ人材本部

本部長（現任）  

平成18年６月 当社取締役就任（現任） 

－ 

取締役  －  清宮 俊之   昭和49年５月16日生 

平成９年４月 カルチュア・コンビニエンス・ク

ラブ株式会社 入社   

平成14年４月 同社神奈川支店神奈川第2エリアエ

リアマネージャー  

平成16年４月 同社神奈川支店支店長  

平成18年４月 株式会社ＴＳＵＴＡＹＡ ＳＴＯ

ＲＥＳ ホールディングス直営事

業本部人事部部長（現任）  

平成18年６月 当社取締役就任（現任） 

－ 

常勤監査役 － 大田 和範 昭和44年６月27日生 

平成４年４月 株式会社八千代銀行入行 

平成７年10月 当社入社 管理部配属 

平成13年６月 当社監査役就任（現任） 

平成17年６月 株式会社クラフテックス（現株式

会社バウハウス・エンタテインメ

ント） 監査役就任（現任） 

平成17年10月 株式会社ウェブ・ワーカーズ（現

株式会社インターアクティブデザ

イン） 監査役就任（現任）   

平成17年12月 株式会社エクステージ 監査役就

任（現任）   

84 

 



（注）１．取締役高橋誉則及び清宮俊之は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

      ２．監査役谷田昌広は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（株） 

監査役  － 谷田 昌広  昭和36年３月10日生 

平成３年４月 住銀バンカーストラスト投資顧問

株式会社年金運用部長代理（株式

会社住友銀行（現株式会社三井住

友銀行）出向） 

平成９年４月 住友キャピタル証券株式会社企画

部次長（同行出向） 

平成11年１月 シュローダー投信投資顧問株式会

社運用部次長   

平成12年６月 株式会社ツタヤオンライン取締役

経営管理グループ統括マネージャ

ー  

平成13年６月 カルチュア・コンビニエンス・ク

ラブ株式会社取締役財務・経理管

掌就任    

平成14年６月 同社常務取締役管理部門管掌  

平成15年10月 同社常務取締役財務・経理部門管

掌 

平成16年４月 同社常務取締役財務・経理・総

務・法務部門管掌  

平成16年６月 同社常務取締役財務・経理・法務

部門管掌   

平成16年８月 同社常務取締役管理本部副本部長  

平成17年12月 株式会社アイ・エム・ジェイ監査

役就任（現任） 

平成18年２月 株式会社ＣＣＣキャスティング監

査役就任（現任）  

平成18年３月 カルチュア・コンビニエンス・ク

ラブ株式会社取締役管理本部副本

部長 

平成18年５月 同社取締役執行役員（ＣＦＯ）

（兼）管理本部 副本部長（兼）管

理本部 財務担当オフィサー 

（現任） 

平成18年６月 当社監査役就任（現任）  

－ 

        計 3,226 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1)コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社では、平成14年に「執行役員制度」を採用し、平成15年には「経営戦略会議」を設置する等、経営責任の明確

化と業務執行の迅速化、意思決定の透明性の向上及びコンプライアンスの強化を図るための施策を講じてまいりまし

た。 

経営機関制度につきましては、会社法及び定款に定められた事項を決議する最高機関として株主総会、経営方針等

の重要事項に関する意思決定機関及び監督機関として取締役会、業務執行機関として代表取締役、監査機関として監

査役制度という機関制度を基本とし、「経営戦略会議」は意思決定機関を、「執行役員制度」は業務執行機関をさら

に強化するものと位置付けております。 

従いまして、当社におけるコーポレート・ガバナンスは、監査役型の経営機関制度を機軸とし、担当取締役及び執

行役員の指揮命令の下で各部門が迅速な事業運営を行い、重要な業務執行課題については経営戦略会議で十分な議論

を経て、取締役会がこれらの業務執行の最終的な意思決定を行うとともに各取締役の職務執行を相互に牽制し監督す

るという仕組みを基本的な考え方としております。 

(2)コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

①会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況 

当社では、株主総会、取締役会、監査役、内部監査室といった機関等を適切に機能させ、企業としての適法な運営

を行っております。また、「経営の重要事項の意思決定の仕組み・監督機能」と「業務執行機能」の分離を進めるう

えで、業務執行上の運営体として「経営戦略会議（メンバー：取締役、執行役員、ゼネラルマネージャー、常勤監査

役）」を設けております。 

ａ）会社の機関の基本説明 

当社では、監査役制度を採用しております。当社の監査役は取締役会に出席し、経営の意思決定機関の監視を行う

ほか業務の執行状況を常に監視しております。 

    当社は、毎月定例で取締役会を開催するとともに、必要に応じて臨時取締役会を開催し、会社法で定められた事項

および経営に関する重要事項について意思決定を行っております。 

ｂ）会社の機関の内容 

   c）当社の機関の内容及び内部統制システムの整備状況 

    当社は、業務全般の内部管理体制の適切性・有効性を検証することを目的として、代表取締役社長直轄の組織と

して内部監査室（４名）を設置しております。 

    監査役と内部監査室との連携状況につきましては、内部監査計画策定時、監査実施時の適宜立会い、報告連絡等

を含めて、都度、連携を図っております。 

    d）内部監査及び監査役監査の状況 

       当社の内部監査につきましては、内部監査室において内部統制の整備状況の評価及びその運用状況の検証を行い

内部統制の改善に関して指摘・勧告することにより業務の管理・統制の徹底に努めてまいります。 

    監査役監査につきましては、取締役会に出席し、経営の意思決定機関の監視を行うほか、業務の執行を常に監視

しております。 



    e）会計監査の状況 

    当社は、平成14年３月期以降の財務諸表、平成16年９月中間期以降の中間財務諸表及び平成17年９月中間期の中

間連結財務諸表並びに平成18年３月期の連結財務諸表について、監査法人トーマツより証券取引法に基づく会計監

査を受けております。当連結会計年度における業務執行社員は、公認会計士谷合 章氏、川島 繁雄氏であり、監

査業務に係わった補助者は公認会計士２名、会計士補４名であります。 

    監査役と監査法人トーマツとの連携状況につきましては、年度および中間監査に係る結果のフィードバックや内

部統制評価時の協力などを通じて、都度、連携を図っております。 

    なお、同監査法人及び当社監査に従事する同監査法人の業務執行社員と当社の間には特別の利害関係はありませ

ん。 

ｆ）リスク管理体制の整備の状況 

 当社のリスク管理体制は、一般労働者派遣事業の特性上許可制度であることから、法令遵守に重点を置いており

ます。具体的には、内部監査室の設置、弁護士事務所２社及び社会保険労務士事務所等５社との顧問契約締結等の

体制を整備してまいりました。 

また、個人情報保護管理につきましても事業の特性上重要性が高いため、ネットワークシステムやオフィス内のセ

キュリティ強化対策の実施に加え、平成17年２月には、インターネット利用者向けの個人情報保護の認定マークであ

る「ＴＲＵＳＴｅ（トラスト イー）」シールを取得し、同年３月には、財団法人日本情報処理開発協会の「プライ

バシーマーク」を取得し、個人情報の保護に努めております。 

②会社と会社の社外取締役及び社外監査役との関係 

    当社におけるコーポレート・ガバナンスは、監査役型の経営機関制度を機軸とし、担当取締役及び執行役員の指揮

命令の下で迅速な事業運営を行い、重要な業務執行課題については経営戦略会議で十分な議論を経て、取締役会がこ

れらの業務執行の最終的な意思決定を行うとともに各取締役の職務執行を相互に牽制し監督するという仕組みを基本

的な考え方としております。 

      また、経営監視機能の客観性及び中立性をさらに強化するため、平成18年6月26日開催の当社定時株主総会におい

て、社外取締役２名及び社外監査役１名を選任いたしました。 

    なお、社外取締役高橋誉則及び清宮俊之と当社との間には利害関係はありません。社外監査役谷田昌広は、当社の

親会社であるカルチュア・コンビニエンス・クラブ株式会社の取締役を兼務し、当社は同社との間にシステムの販売

等の取引があります。 

③会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近１年間における実施状況 

毎月１回以上開催する取締役会により、経営に関する重要事項の決議及び監督を行い、隔週で開催する経営戦略会

議により、重要な業務執行課題について決議を行い、取締役会に報告を行いました。 

    また、平成17年11月の不正競争防止法の改正に伴い、当社の全従業員及び全派遣スタッフを対象として従前の誓約

書に加え営業秘密の保持に主眼をおいた秘密保持契約を締結することにより、営業秘密の保持を確実なものにすると

ともに、意識の徹底をはかっております。 

加えて、平成18年４月より施行される公益通報者保護法を受けて、従業員等からの法令違反行為等に関する相談ま

たは通報の適正な処理を図るため公益通報者保護内部規程を制定し、コンプライアンス経営の強化を進めておりま

す。 

      これらの施策をより確実なものにするため、平成17年４月に社員の行動の基軸となる価値観（経営指針）として

「デジタルスケープ・コアバリュー」を策定し、平成18年４月より行動の実際を評価できるよう人事評価制度に組み

込むことにより、さらなる浸透に努めております。 



(3）役員報酬の内容 

①当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬 

②利益処分による取締役及び監査役に対する賞与金の支給額 

(4）監査報酬の内容 

取締役に支払った報酬 64,356千円   

監査役に支払った報酬 11,220千円  

計 75,576千円  

取締役 13,097千円   

監査役 1,123千円  

計 14,220千円  

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 11,500千円 

上記以外の業務に基づく報酬 1,000千円 

計 12,500千円 



第５【経理の状況】 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただし

書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

(3）当連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、連結財務諸表の作成初年度であるため、以

下に掲げる連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書及び連結キャッシュ・フロー計算書については、

前連結会計年度との対比は行っておりません。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、当連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日ま

で）の連結財務諸表並びに前事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）及び当事業年度（平成17年４

月１日から平成18年３月31日まで）の財務諸表について、監査法人トーマツにより監査を受けております。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

  
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）   

Ⅰ 流動資産   

１．現金及び預金 668,645   

２．売掛金 831,284   

３．たな卸資産 933   

４．関係会社短期貸付金 230,000   

５．繰延税金資産 33,565   

６．その他 22,353   

貸倒引当金 △690   

流動資産合計 1,786,092 79.9 

Ⅱ 固定資産   

１．有形固定資産   

(1）建物 44,570   

減価償却累計額 △12,230 32,340   

(2）器具及び備品 101,503   

減価償却累計額 △66,180 35,322   

有形固定資産合計 67,662 3.0 

２．無形固定資産   

(1）ソフトウェア 88,993   

(2）連結調整勘定 9,214   

(2）その他 1,554   

無形固定資産合計 99,762 4.5 

３．投資その他の資産   

(1）投資有価証券 ※１ 55,908   

(2）繰延税金資産 49,753   

(3）敷金保証金 129,005   

(4）保険積立金 45,816   

(5）その他 2,392   

投資その他の資産合計 282,877 12.6 

固定資産合計 450,302 20.1 

資産合計 2,236,395 100.0 

    
 



  
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（負債の部）   

Ⅰ 流動負債   

１．短期借入金 270,000   

２．１年以内返済予定長期借入金 3,656   

３．未払金 118,577   

４．未払費用 545,775   

５．未払法人税 63,114   

６．賞与引当金 53,060   

７．その他 76,263   

流動負債合計 1,130,447 50.6 

Ⅱ 固定負債   

１．退職給付引当金 21,019   

２．役員退職慰労引当金 72,625   

固定負債合計 93,645 4.2 

負債合計 1,224,092 54.8 

    

（少数株主持分）   

少数株主持分 4,902 0.2 

    

（資本の部）   

Ⅰ 資本金 ※２ 336,113 15.0 

Ⅱ 資本剰余金 304,413 13.6 

Ⅲ 利益剰余金 366,568 16.4 

Ⅳ その他有価証券評価差額金 305 0.0 

資本合計 1,007,400 45.0 

負債、少数株主持分及び資本合計 2,236,395 100.0 

    



②【連結損益計算書】 

  
当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高 5,479,600 100.0 

Ⅱ 売上原価 4,042,970 73.8 

売上総利益 1,436,629 26.2 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 1,267,463 23.1 

営業利益 169,165 3.1 

Ⅳ 営業外収益   

１．受取利息 1,271   

２．受取配当金 500   

３．その他 457 2,228 0.0 

Ⅴ 営業外費用   

１．支払利息 1,601   

２．持分法による投資損失 2,029   

３．新株発行費 1,904   

４．その他 238 5,773 0.1 

経常利益 165,620 3.0 

Ⅵ 特別利益   

 貸倒引当金戻入益 124 0.0 

Ⅶ 特別損失   

 固定資産除却損 ※２ 2,474 0.0 

  税金等調整前当期純利益 163,269 3.0 

  法人税、住民税及び事業税 100,197   

  法人税等調整額 △4,498 95,698 1.7 

   少数株主損失 △7,933 △0.1 

当期純利益 75,504 1.4 

    



③【連結剰余金計算書】 

  
当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 

（資本剰余金の部）  

Ⅰ 資本剰余金期首残高 297,300 

Ⅱ 資本剰余金増加高  

   新株予約権等の行使による新株の発行 7,113 7,113 

Ⅳ 資本剰余金期末残高 304,413 

   

（利益剰余金の部）  

Ⅰ 利益剰余金期首残高 338,522 

Ⅱ 利益剰余金増加高  

      当期純利益 75,504 75,504 

Ⅲ 利益剰余金減少高  

１ 配当金 28,440  

２．役員賞与 14,220  

３．持分法適用会社の増加に伴う剰余金減少高 4,797 47,457 

Ⅳ 利益剰余金期末残高 366,568 

   



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー 

税金等調整前当期純利益 163,269

減価償却費 54,285

連結調整勘定償却額 1,023

貸倒引当金の増加額 53

賞与引当金の減少額  △2,860

退職給付引当金の増加額  3,878

役員退職慰労引当金の増加額  10,518

受取利息及び受取配当金 △1,771

支払利息 1,601

持分法による投資損失 2,029

固定資産除却損 2,474

売上債権の増加額 △106,978

たな卸資産の減少額 4,912

未払金の増加額 28,366

未払費用の増加額 52,433

未払消費税等の減少額 △9,910

役員賞与の支払額  △14,220

その他 20,752

小計 209,859

利息及び配当金の受取額 1,759

利息の支払額 △2,177

法人税等の支払額 △78,275

営業活動によるキャッシュ・フロー 131,165

 



  
当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー 

有形固定資産の取得による支出 △36,213

無形固定資産の取得による支出 △36,393

投資有価証券の取得による支出 △19,000

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得
による支出 

△148

持分法適用関連会社株式の新規取得による
支出 

△23,623

貸付による支出 △230,000

敷金支払による支出 △57,480

その他投資による支出 △6,087

その他投資の回収による収入 1,737

投資活動によるキャッシュ・フロー △407,209

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

短期借入金の増減額 241,000

長期借入金の返済による支出 △21,042

株式の発行による収入 14,226

配当金の支払額 △28,294

財務活動によるキャッシュ・フロー 205,889

Ⅳ 現金及び現金同等物の減少額 △70,153

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 738,798

Ⅵ 現金及び現金同等物期末残高 668,645

  



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1)連結子会社の数  ２社 

  連結子会社の名称 

  ・株式会社バウハウス・エンタテインメント 

   株式会社バウハウス・エンタテインメントにつきましては、

株式取得に伴い、当連結会計年度より連結子会社となりまし

た。 

   なお、同社は平成18年３月29日付で、株式会社クラフテック

スより商号変更しております。 

  ・株式会社ウェブ・ワーカーズ 

   株式会社ウェブ・ワーカーズにつきましては、当中間連結会

計期間までは持分法適用関連会社でしたが、株式の追加取得

に伴い、連結子会社となりました。 

      なお、同社は平成18年４月３日付で、株式会社インターアクテ

ィブデザインに商号変更しております。 

(2)非連結子会社の名称等 

  該当事項はありません。  

２．持分法の適用に関する事項 (1)持分法を適用した関連会社数 ４社 

  主要な会社の名称 

  ・株式会社エクステージ 

   株式会社エクステージ他３社につきましては、株式会社エク

ステージの株式取得に伴い、当連結会計年度より持分法適用

関連会社となりました。 

(2)持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の名称等   

   該当事項はありません。  

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致してお

ります。 

４．会計処理基準に関する事項   

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 ① 有価証券 

   その他有価証券 

     時価のあるもの 

       連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部

資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算

定） 

     時価のないもの 

       移動平均法による原価法 

② たな卸資産 

     仕掛品 

       個別法による原価法 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方

法 

① 有形固定資産 

  定率法を採用しております。 

  なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

  建物 ８～10年 

  器具及び備品 ４～６年 

② 無形固定資産 

  定額法を採用しております。 

  自社利用のソフトウエアについては、社内における５年以内の

利用可能期間に基づく定額法により償却しております。 

 



項目 
当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(3）重要な引当金の計上基準 ① 貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

② 賞与引当金 

   親会社では、従業員の賞与の支払に備えるため、支給見込額の

当連結会計年度負担額を計上しております。 

③ 退職給付引当金 

   親会社では、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度

末における退職給付債務の見込額に基づき計上しております。 

④ 役員退職慰労引当金 

   親会社では、役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基

づく当連結会計年度末要支給額を計上しております。 

(4）重要なリース取引の処理方法    リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっております。 

(5）その他連結財務諸表作成のための重

要な事項 

① 消費税等の会計処理 

     税抜方式によっております。 

② 繰延資産の処理方法 

     新株発行費 

     支出時に全額費用として処理しております。 

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関

する事項 

   全面時価評価法を採用しております。 

６．連結調整勘定の償却に関する事項    ５年間の均等償却を行っております。 

７．利益処分項目等の取扱いに関する事項    連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について、連結会計

年度中に確定した利益処分に基づいて作成しております。 

８．連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金の範囲 

   手許現金、随時引き出し可能な預金からなっております。 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

（連結貸借対照表関係） 

（連結損益計算書関係） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 固定資産の減損に係る会計基準 

 「固定資産の減損に係る会計基準」(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」(企業会計審議

会 平成14年８月９日))及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 平成15年10月

31日 企業会計基準適用指針第６号)を当連結会計年度から適用しております。これによる損益への影響はありま

せん。 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

 ※１. 関連会社に対するものは次のとおりであります。 

                       投資有価証券（株式）      21,260千円 

 ※２. 当社の発行済株式総数は、普通株式28,634株であります。 

  

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ※１.販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

 給与手当   399,195千円  

 賞与引当金繰入額   53,060千円  

 業務委託費  123,979千円 

 退職給付費用     6,291千円  

 役員退職慰労引当金繰入額   10,518千円 

 ※２.固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

 建物   2,336千円 

 器具及び備品     138千円 

 合計   2,474千円  

  



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

                                                    （平成18年３月31日現在） 

                                                                    （千円） 

現金及び預金勘定  668,645

現金及び現金同等物  668,645

２．株式の取得により新たに連結子会社となった会社の資産及び負債の主な内訳  

       株式の取得により新たに株式会社ウェブ・ワーカーズ及び株式会社バウハウス・エン

タテインメントを連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳並びに株式の取

得価額と取得のための支出（純額）との関係は次のとおりであります。 

                                 （千円） 

流動資産  114,085

固定資産  31,858

繰延資産  228

連結調整勘定  10,237

流動負債  △41,740

少数株主持分  △12,835

親会社が保有していた投資有価証券  △34,534

株式の取得価額  67,300

現金及び現金同等物  △67,152

連結子会社取得のための支出  148

  



（リース取引関係） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

器具及び備
品  

36,243 25,967 10,276

２．未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

１年内 7,577千円

１年超 3,064千円

合計 10,642千円

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

 支払リース料 8,014千円

 減価償却費相当額 7,656千円

 支払利息相当額 297千円

４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。  

５．利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。  

（減損損失について）  

リース資産に配分された減損損失はありません。  



（有価証券関係） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

  種類 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

取得原価 
（千円） 

連結貸借対照
表計上額 
（千円） 

差額 
（千円） 

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの 

(1）株式 133 648 515

(2）債券 － － －

(3）その他 － － －

小計 133 648 515

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの 

(1）株式 － － －

(2）債券 － － －

(3）その他 － － －

小計 － － －

合計 133 648 515

  

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

 非上場株式 34,000 

 合計 34,000 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当社グループは、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。  



（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 親会社は退職金支給規程に基づく社内積立の退職一時金制度のほか、中小企業退職金共済制度に 

加入しております。 

２．退職給付債務及びその内訳 

３．退職給付費用の内訳 

     （注）中小企業退職金共済制度に係る掛金が含まれております。 

  
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

  （千円） 

(1）退職給付債務 △21,019 

(2）退職給付引当金 △21,019 

  
当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  （千円） 

(1）勤務費用（注） 6,291 

(2）退職給付費用 6,291 



（税効果会計関係） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異の原因となった主要な項目別の内訳 

  

繰延税金資産  

 賞与引当金 21,595千円

 未払社会保険料 1,986千円

 未払事業税 5,254千円

 未払事業所税 4,338千円

 前渡金等償却額 3,561千円

 ソフトウェア 5,670千円

 退職給付引当金 8,555千円

 役員退職慰労引当金 29,558千円

 一括償却資産 3,399千円

 繰越欠損金 35,626千円

 その他 1,198千円

 繰延税金資産小計 120,745千円

 評価性引当額 △35,626千円

繰延税金資産合計 85,118千円

繰延税金負債  

特別償却準備金 △1,590千円

その他有価証券評価差額金 △209千円

繰延税金負債合計 △1,799千円

繰延税金資産純額 83,319千円

   

 法定実効税率  40.7％

（調整）   

評価性引当額の増加 15.9 

交際費等永久に損金に算入されない項目  1.7 

持分法投資損失   1.2 

住民税均等割等  2.2 

税額控除  △3.4 

その他   0.3 

  税効果会計適用後の法人税等の負担率    58.6％ 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

当連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「人材コンサルティ

ング事業」の割合がいずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しておりま

す。 

【所在地別セグメント情報】 

当連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

当連結会計年度において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当 

事項はありません。 

【海外売上高】 

当連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

当連結会計年度において、海外売上高がないため、該当事項はありません。 



【関連当事者との取引】 

当連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

子会社等 

（注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等については、一般的取引条件と同様に決定しております。なお、貸付

金金利につきましては、市場金利を勘案して決定しております。 

兄弟会社等 

（注） １．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等については、一般的取引条件と同様に決定しております。 

属性 
会社等の名
称 

住所 
資本金又
は出資金 
(千円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 
（％） 

関係内容 
取引の内
容 

取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高 
(千円) 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

関連会社 

㈱ワークス

コーポレー

ション 

横浜市 

南区 
69,200 

書籍等の出

版 
間接44.3 － 

役務の

提供 

役務の

受入 

資金の貸

付 
230,000 

関係会社

短期貸付

金 

230,000 

受取利息 1,225 
その他（流

動資産） 
11 

外注費等 3,178 未払金 181 

属性 
会社等の名
称 

住所 
資本金又
は出資金 
(千円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 
（％） 

関係内容 
取引の内
容 

取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高 
(千円) 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

親会社の

子会社 

デジタルハ

リウッド㈱ 

東京都 

千代田区 
658,096 

デジタルク

リエイター

養成スクー

ル 

－  － 

役務の

提供 

 役務の

受入 

コンテン

ツ制作収

入等 

500 － － 

販売促進

費等 
212 未払金 100 

㈱アイ・エ

ム・ジェイ 

東京都 

品川区 
2,447,102 

Ｗｅｂイン

テグレーシ

ョン 

－  － 
役務の

提供 
外注費 27,816 未払金 28,712 



（１株当たり情報） 

      （注）１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、

以下のとおりであります。 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 34,896.66円

１株当たり当期純利益金額 2,360.70円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 2,280.54円

  
当連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益（千円） 75,504 

普通株主に帰属しない金額（千円） 8,170 

（うち利益処分による役員賞与金） (8,170) 

普通株式に係る当期純利益（千円） 67,334 

期中平均株式数（株） 普通株式  28,523 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

当期純利益調整額（千円） － 

普通株式増加数（株） 1,002 

 （うち新株引受権及び新株予約権） (1,002) 

  

  

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額の算定に含めなかった潜在株式の概要 

 平成17年６月24日第10回定時株主

総会で決議された新株予約権（新

株予約権の数823個）。 なお、概

要は「第４ 提出会社の状況、

１．株式等の状況、（２）新株予

約権等の状況」に記載のとおりで

あります。 



（重要な後発事象） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ㈱ウェブ・ワーカーズによる㈱ビューテックラボの合併 

 当社の連結子会社である㈱ウェブ・ワーカーズは、Ｗｅｂサイトの制作サービスにおいてシステムソリューシ

ョンからコンテンツ制作・運用まで一貫して手掛ける体制構築を目的として、システム開発及びデジタル技術を

活かしたコンテンツ制作を行う㈱ビューテックラボを平成18年４月３日に吸収合併いたしました。合併後の当社

の議決権比率は、54.3％となっております。 

 また、㈱ビューテックラボから引き継いだ財産は次のとおりであります。 

        資産合計       128,036千円 

 負債合計       127,108千円 

 正味財産合計        927千円 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

【借入金等明細表】 

 （注）平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

区分 
当期末残高 
（千円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 270,000 1.29 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 3,656 1.83 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） － － － 

その他の有利子負債 － － － 

計 273,656 － － 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

    
第10期 

（平成17年３月31日） 
第11期 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）     
  

  
        

Ⅰ 流動資産               

１．現金及び預金     738,798     633,239   

２．売掛金     685,723     753,511   

３．前払費用     16,456     17,120   

４．関係会社短期貸付金     －     230,000   

５．繰延税金資産     32,698     33,174   

６．その他     751     2,684   

貸倒引当金     △420     △296   

流動資産合計     1,474,007 81.1   1,669,434 76.2 

Ⅱ 固定資産               

(1）有形固定資産               

１．建物   29,644     41,163     

減価償却累計額   △8,847 20,797   △11,624 29,539   

２．器具及び備品   74,351     87,826     

減価償却累計額   △44,239 30,111   △57,348 30,477   

有形固定資産合計     50,909 2.8   60,017 2.7 

(2）無形固定資産               

１．ソフトウェア     84,292     76,882   

２．電話加入権     598     598   

３．その他      －     886   

無形固定資産合計     84,890 4.7   78,366 3.6 

(3）投資その他の資産               

１．投資有価証券     15,420     34,648   

２．関係会社株式     39,000     129,923   

３．出資金     0     0   

４．長期前払費用     54     350   

５．繰延税金資産     45,759     48,863   

６．敷金保証金     67,515     123,650   

７．保険積立金     40,429     45,816   

投資その他の資産合計     208,178 11.4   383,251 17.5 

固定資産合計     343,977 18.9   521,635 23.8 

資産合計     1,817,985 100.0   2,191,069 100.0 

    
 



    
第10期 

（平成17年３月31日） 
第11期 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）               

Ⅰ 流動負債               

１．短期借入金     26,000     220,000   

２．１年以内返済予定長期 
借入金 

    19,992     3,356   

３．未払金     64,468     70,165   

４．未払費用     493,274     540,353   

５．未払法人税等     35,622     62,919   

６．未払消費税等     61,088     56,163   

７．預り金     13,616     17,813   

８．賞与引当金     55,920     53,060   

９．その他     405     1,149   

流動負債合計     770,387 42.4   1,024,980 46.8 

Ⅱ 固定負債               

１．長期借入金     3,356     －   

２．退職給付引当金     17,141     21,019   

３．役員退職慰労引当金     62,107     72,625   

固定負債合計     82,605 4.5   93,645 4.3 

負債合計     852,992 46.9   1,118,625 51.1 

    

（資本の部）               

Ⅰ 資本金 ※１   329,000 18.1   336,113 15.3 

Ⅱ 資本剰余金               

資本準備金   297,300     304,413     

資本剰余金合計     297,300 16.4   304,413 13.9 

Ⅲ 利益剰余金               

１．利益準備金   4,120     4,120     

２．任意積立金   5,276     3,796     

３．当期未処分利益   329,125     423,695     

利益剰余金合計     338,522 18.6   431,611 19.7 

Ⅳ その他有価証券評価差額金     170 0.0   305 0.0 

資本合計     964,992 53.1   1,072,443 48.9 

負債・資本合計     1,817,985 100.0   2,191,069 100.0 

    



②【損益計算書】 

   
第10期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第11期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高  4,819,797 100.0 5,355,476 100.0 

Ⅱ 売上原価  3,563,849 73.9 3,884,501 72.5

売上総利益  1,255,947 26.1 1,470,974 27.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 1,018,982 21.2 1,235,268 23.1

営業利益  236,965 4.9 235,706 4.4

Ⅳ 営業外収益    

１．受取利息  ※２  12 1,240   

２．受取配当金  500 500   

３．保険金収入  480 －   

４．その他  124 1,116 0.0 243 1,984 0.0

Ⅴ 営業外費用    

１．支払利息  1,970 1,388   

２．新株発行費  13,791 1,904   

３．上場関連費用  12,150 －   

４．その他  95 28,007 0.5 9 3,302 0.0

経常利益  210,074 4.4 234,387 4.4

Ⅵ 特別利益    

  貸倒引当金戻入益   － － － 124 124 0.0

Ⅶ 特別損失    

１．固定資産除却損 ※３ 6,293 2,432   

２．建物原状回復費 ※４ 1,435 7,728 0.2 － 2,432 0.1

税引前当期純利益  202,345 4.2 232,079 4.3

法人税、住民税及び事
業税 

 82,194 100,002   

法人税等調整額  △3,425 78,769 1.6 △3,672 96,329 1.8

当期純利益  123,576 2.6 135,749 2.5

前期繰越利益  205,549 287,945 

当期未処分利益  329,125 423,695 

     



売上原価明細書 

   
第10期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第11期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 労務費    3,393,012 95.2 3,675,316 94.6

Ⅱ 経費      

 １．外注加工費  112,176 90,214   

 ２．減価償却費  7,863 157   

 ３．その他  50,796 170,837 4.8 118,813 209,185 5.4

当期売上原価    3,563,849 100.0 3,884,501 100.0 



③【キャッシュ・フロー計算書】 

  
第10期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー 

税金等調整前当期純利益 202,345

減価償却費 44,634

長期前払費用 135

貸倒引当金の増加額 27

賞与引当金の増加額  3,795

退職給付引当金の増加額  6,176

役員退職慰労引当金の増加額  10,068

受取利息及び受取配当金 △512

支払利息 1,970

固定資産除却損 6,293

売上債権の増加額 △102,790

未払金の減少額 △12,385

未払費用の増加額 46,226

未払消費税等の減少額 △6,735

役員賞与の支払額  △10,600

その他 8,357

小計 197,006

利息及び配当金の受取額 512

利息の支払額 △1,917

法人税等の支払額 △119,715

営業活動によるキャッシュ・フロー 75,885

 



  
第10期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー 

有形固定資産の取得による支出 △26,377

無形固定資産の取得による支出 △52,739

投資有価証券の取得による支出 △10,000

関係会社株式の取得による支出 △15,000

その他投資による支出 △15,536

その他投資の回収による収入 878

投資活動によるキャッシュ・フロー △118,775

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

短期借入金の減少額 △18,000

長期借入金の返済による支出 △19,992

株式の発行による収入 253,008

配当金の支払額 △21,200

財務活動によるキャッシュ・フロー 193,816

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額 150,926

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 587,872

Ⅵ 現金及び現金同等物期末残高 738,798

  



④【利益処分計算書】 

  
第10期 

（株主総会承認日 
平成17年６月24日） 

第11期 
（株主総会承認日 
平成18年６月26日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益  329,125  423,695

Ⅱ 任意積立金取崩額   

特別償却準備金取崩額  1,480 1,480 1,479 1,479

合計  330,605  425,174

Ⅲ 利益処分額   

１．配当金  28,440 28,634 

２．役員賞与金  14,220 8,170 

（うち監査役賞与金）  (1,123) 42,660 (645) 36,804

Ⅳ 次期繰越利益  287,945  388,370

    



重要な会計方針 

項目 
第10期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第11期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．有価証券の評価基

準及び評価方法 

(1）子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

(1）子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  (2）その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定) 

(2）その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

２．固定資産の減価償

却の方法 

(1）有形固定資産 

定率法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。 

(1）有形固定資産 

同左 

  建物 ８～10年 

器具及び備品 ４～６年  

  

  (2）無形固定資産 

定額法を採用しております。 

自社利用のソフトウェアについては、

社内における５年以内の利用可能期間

に基づく定額法により償却しておりま

す。 

(2）無形固定資産 

同左 

 ３．繰延資産の処理方

法 

新株発行費 

  支出時に全額費用として処理しており

ます。 

 なお、平成17年２月９日を払込期日とす

る有償一般募集による新株式発行（1,000

株）は、引受証券会社が引受価額

（266,800円）で引き受けを行い、これを

引受価額と異なる発行価格（290,000円）

で一般投資家に販売する買取引受契約によ

っております。この契約では、発行価格と

引受価額の差額が引受証券会社に対する事

実上の引受手数料となり、引受証券会社に

対する引受手数料の支払いはありませ

ん。  

新株発行費 

  支出時に全額費用として処理しておりま

す。 

  

 



 会計処理方法の変更 

項目 
第10期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第11期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）賞与引当金 

従業員の賞与の支払に備えるため、支

給見込額の当事業年度負担額を計上し

ております。 

(2）賞与引当金 

同左 

  (3）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務の見込

額に基づき、計上しております。 

(3）退職給付引当金 

同左 

  (4）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計上

しております。 

(4）役員退職慰労引当金 

同左 

５．リース取引の処理

方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっております。 

同左 

６．キャッシュ・フロ

ー計算書における

資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金から

なっております。 

──────  

７．その他財務諸表作

成のための基本と

なる重要な事項 

 消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

 消費税等の会計処理 

同左 

第10期  
 （自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）  

第11期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

──────  「固定資産の減損に係る会計基準」(「固定資産の減損に係

る会計基準の設定に関する意見書」(企業会計審議会 平成

14年８月９日))及び「固定資産の減損に係る会計基準の適

用指針」(企業会計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計

基準適用指針第６号)を当事業年度から適用しております。

これによる損益への影響はありません。  



注記事項 

（貸借対照表関係） 

（損益計算書関係） 

第10期 
（平成17年３月31日） 

第11期 
（平成18年３月31日） 

※１.授権株式数及び発行済株式総数 

   授権株式数      普通株式   16,000株 

   発行済株式総数    普通株式    9,480株 

※１.授権株式数及び発行済株式総数 

   授権株式数      普通株式   48,000株 

   発行済株式総数    普通株式   28,634株 

２.配当制限 

商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価を

付したことにより増加した純資産額は170千円でありま

す。 

２.配当制限 

商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価を

付したことにより増加した純資産額は305千円でありま

す。 

第10期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第11期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１.販売費に属する費用のおおよその割合は64％、一般

管理費に属する費用のおおよその割合は36％であ

ります。 

   主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

※１.販売費に属する費用のおおよその割合は65％、一般

管理費に属する費用のおおよその割合は35％であり

ます。 

   主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

    役員報酬            70,896千円 

    給与手当           312,293千円 

    賞与              50,923千円 

    賞与引当金繰入額        55,920千円 

    法定福利費           49,797千円 

広告宣伝費           61,559千円 

業務委託費           75,333千円 

地代家賃            79,914千円 

退職給付費用          9,106千円 

    役員退職慰労引当金繰入額    10,068千円 

    減価償却費           36,770千円 

     貸倒引当金繰入額          27千円 

    役員報酬            75,576千円 

    給与手当           388,875千円 

    賞与              44,220千円 

    賞与引当金繰入額        53,060千円 

    法定福利費           59,087千円 

広告宣伝費           79,613千円 

業務委託費          128,429千円 

地代家賃            90,520千円 

退職給付費用          6,291千円 

    役員退職慰労引当金繰入額    10,518千円 

    減価償却費           47,235千円 

     

※２．       ────── ※２．受取利息のうち1,225千円は、関係会社との取引に

係るものであります。       

  

※３．内訳は、器具及び備品であります。        ※３．内訳は、建物2,336千円、器具及び備品96千円であ

ります。       

  

※４.建物原状回復費は大阪支店移転に伴う原状回復工事

費用であります。 

※４.         ────── 

    



   （キャッシュ・フロー計算書関係） 

第10期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

                                                    （平成17年３月31日現在） 

                                                       （千円） 

現金及び預金勘定  738,798

現金及び現金同等物  738,798

 

  



（リース取引関係） 

第10期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第11期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

器具及び備品 37,400 18,867 18,533

取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

器具及び備品 36,243 25,967 10,276

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額等 

  未経過リース料期末残高相当額 

１年内 7,903千円

１年超 10,737千円

合計 18,640千円

１年内 7,577千円

１年超 3,064千円

合計 10,642千円

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 7,777千円

減価償却費相当額 7,669千円

支払利息相当額 131千円

支払リース料 8,014千円

減価償却費相当額 7,656千円

支払利息相当額 297千円

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

同左 

５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

同左 

   （減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありません。 



（有価証券関係） 

前事業年度（平成17年３月31日現在） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

当事業年度（平成18年３月31日現在） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

（デリバティブ取引関係） 

  種類 

第10期 
（平成17年３月31日） 

取得原価 
（千円） 

貸借対照表
計上額（千
円） 

差額 
（千円） 

貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの 

(1）株式 133 420 287

(2）債券 － － －

(3）その他 － － －

小計 133 420 287

貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの 

(1）株式 － － －

(2）債券 － － －

(3）その他 － － －

小計 － － －

合計 133 420 287

  

第10期 
（平成17年３月31日） 

貸借対照表計上額（千円） 

(1）その他有価証券   

非上場株式 15,000 

(2）子会社株式及び関連会社株式   

非上場株式 39,000 

合計 54,000 

第10期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当社は、デリバティブ取引を行っておりませんので、該当事項はありません。 



（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

退職金支給規程に基づく社内積立の退職一時金制度のほか、中小企業退職金共済制度に加入しております。 

２．退職給付債務及びその内訳 

３．退職給付費用の内訳 

（注）中小企業退職金共済制度に係る掛金が含まれております。 

（税効果会計関係） 

  
第10期 

（平成17年３月31日） 

  （千円） 

(1）退職給付債務 △17,141 

(2）退職給付引当金 △17,141 

  
第10期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  （千円） 

(1）勤務費用（注） 9,106 

(2）退職給付費用 9,106 

第10期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第11期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内

訳 

１.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内

訳 

繰延税金資産  

賞与引当金 22,759千円

未払社会保険料 2,539千円

未払事業税 3,501千円

未払事業所税 3,895千円

前渡金等償却額 7,112千円

ソフトウェア 7,821千円

退職給付引当金 6,909千円

役員退職慰労引当金 25,277千円

一括償却資産 1,358千円

その他 3千円

繰延税金資産合計 81,178千円

繰延税金負債  

特別償却準備金 △2,605千円

その他有価証券評価差額金 △116千円

繰延税金負債合計 △2,722千円

繰延税金資産純額 78,457千円

繰延税金資産  

賞与引当金 21,595千円

未払社会保険料 1,986千円

未払事業税 5,254千円

未払事業所税 4,338千円

前渡金等償却額 3,561千円

ソフトウェア 5,670千円

退職給付引当金 8,555千円

役員退職慰労引当金 29,558千円

一括償却資産 2,986千円

その他 330千円

繰延税金資産合計 83,838千円

繰延税金負債  

特別償却準備金 △1,590千円

その他有価証券評価差額金 △209千円

繰延税金負債合計 △1,799千円

繰延税金資産純額 82,037千円

２. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異の原因となった主要な項目別の内訳 

２. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異の原因となった主要な項目別の内訳 

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率と

の間の差異が法定実効税率の百分の五以下であるため注

記を省略しております。 

同左 



（持分法損益等） 

第10期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

（千円） 

関連会社に対する投資の金額                              39,000 

持分法を適用した場合の投資の金額                           34,202 

持分法を適用した場合の投資損失の金額                        △ 9,325 

  



【関連当事者との取引】 

前事業年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

子会社等 

（注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等については、一般的取引条件と同様に決定しております。なお、事務

所賃貸取引につきましては、平成16年４月30日付で終了しております。 

兄弟会社等 

（注） １．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等については、一般的取引条件と同様に決定しております。なお、デジタ

ルハリウッド株式会社との事務所賃借取引につきましては、平成17年２月28日付で終了しております。 

属性 
会社等の名
称 

住所 
資本金又
は出資金 
(千円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 
（％） 

関係内容 
取引の内
容 

取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高 
(千円) 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

関連会社 
㈱ウェブ・

ワーカーズ 

東京都 

渋谷区 
78,000 

Ｗｅｂコン

テンツ制作 
直接50.0 － 

役務の

提供 

役務の

受入 

人材派遣

収入 
45,033 売掛金 10,765 

事務所賃

貸料 
781 － － 

資産購入 239 － － 

外注費等 30,712 未払金 9,376 

属性 
会社等の名
称 

住所 
資本金又
は出資金 
(千円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 
（％） 

関係内容 
取引の内
容 

取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高 
(千円) 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

主要株主

（会社

等）が議

決権の過

半数を所

有してい

る会社等

（当該会

社等の子

会社を含

む） 

デジタルハ

リウッド㈱ 

東京都 

千代田区 
649,486 

デジタルク

リエイター

養成スクー

ル 

－ 
兼任 

１名 

役務の

受入 

事務所賃

借料他 
11,178 － － 

外注費 1,220 － － 

㈱アイ・エ

ム・ジェイ 

東京都 

品川区 
1,304,918 

Ｗｅｂイン

テグレーシ

ョン 

－ 
兼任 

１名 

役務の

提供 

役務の

受入 

人材派遣

収入等 
47,138 売掛金 4,042 

外注費 748 － － 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のと

おりであります。 

第10期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第11期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 100,292.43円

１株当たり当期純利益金額 12,666.01円

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額 

 12,587.25円

１株当たり純資産額 37,168.19円

１株当たり当期純利益金額 4,472.86円

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額 

4,320.97円

 当社は、平成17年５月20日付で株式１株につき３

株の株式分割を行っております。 

  なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定し

た場合の前事業年度における１株当たりの情報につい

ては、以下のとおりとなります。  

  前事業年度 

１株当たり純資産額  33.430.81円

１株当たり当期純利益金額  4,222.00円

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額 
 4,195.75円

  
第10期 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第11期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり当期純利益金額     

当期純利益（千円） 123,576 135,749 

普通株主に帰属しない金額（千円） 14,220 8,170 

（うち利益処分による役員賞与金） (14,220) (8,170) 

普通株式に係る当期純利益（千円） 109,356 127,579 

期中平均株式数（株） 普通株式  8,633 普通株式  28,523 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     

当期純利益調整額（千円） － － 

普通株式増加数（株） 54 1,002 

 （うち新株引受権及び新株予約権） (54) (1,002) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益金額の算定に含め

なかった潜在株式の概要 

  

              － 

  

 平成17年６月24日第10回定時株主

総会で決議された新株予約権（新

株予約権の数823個）。 なお、概

要は「第４ 提出会社の状況、

１．株式等の状況、（２）新株予

約権等の状況」に記載のとおりで

あります。 



（重要な後発事象） 

第10期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第11期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１.株式分割 

平成17年３月15日開催の取締役会において、次のとおり

株式の分割を行うことを決議いたしました。 

(1) 分割方法 

 平成17年３月31日最終の株主名簿および実質株主名簿に

記載または記録された株主の所有株式を、１株につき３

株の割合をもって分割する。 

           ────── 

  

  

  

(2) 分割により増加する株式数 18,960株   

(3) 株式分割の日          平成17年５月20日   

(4) 新株の配当起算日        平成17年４月１日 

 (5) 前期首に当該株式分割が行われたと仮定した場合に

おける（１株当たり情報）の各数値はそれぞれ以下の

とおりであります。 

２.新株予約権（ストックオプション）の発行 

 平成17年６月24日開催の定時株主総会決議に基づき、当

社取締役、監査役及び従業員に対して、商法第280条ノ20

及び商法第280条ノ21の規定に基づき新株予約権（ストッ

クオプション）を発行（無償）しております。その概要は

以下のとおりであります。 

 (1）発行する株式数      普通株式853株 

 (2）目的となる株式の発行価格 未定 

 (3）目的となる株式の発行総額 未定 

 (4）行使請求期間       平成19年６月25日から 

                平成27年６月24日まで 

 
第９期 

 （平成16年  
３月期） 

第10期 

 （平成17年 
３月期） 

 １株当たり純資産額

（円） 
23,416.47 33,430.81 

１株当たり当期純利益

金額（円） 
3,150.17 4,222.00 

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額

(円） 

－ 4,195.75 

  

  

  



⑤【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

投資有価証券 
その他有
価証券 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

株式会社九州インターメディア研究所 100 5,000 

株式会社クリーク・アンド・リバー社 10 648 

株式会社サイバープロ 100 10,000 

株式会社ビューテックラボ  250 10,000 

株式会社ドリームボート 3,000 9,000 

小計 3,460 34,648 

計 3,460 34,648 



【有形固定資産等明細表】 

（注）１．当期増加額の主な内訳は次のとおりであります。 

 ２．当期減少額の主な内訳は次のとおりであります。 

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額 
（千円） 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末
残高 
（千円） 

有形固定資産               

建物 29,644 16,905 5,385 41,163 11,624 5,826 29,539 

器具及び備品 74,351 14,948 1,473 87,826 57,348 14,486 30,477 

有形固定資産計 103,995 31,853 6,858 128,990 68,973 20,312 60,017 

無形固定資産               

ソフトウェア 162,090 32,017 12,362 181,744 104,862 27,064 76,882 

電話加入権 598 － － 598 － － 598 

その他  － 901 － 901 15 15 886 

無形固定資産計 162,688 32,918 12,362 183,243 104,877 27,079 78,366 

長期前払費用 1,967 700 0 2,667 2,317 404 350 

繰延資産                

  － － － － － － － 

 繰延資産計 － － － － － － － 

 建物 本社増床による内装工事等  8,623千円 

 器具及び備品 セキュリティ及びシステムインフラ増強   7,785千円 

   トレーニング設備増強  3,295千円 

 ソフトウェア  人材情報システム（ＣＩＯＳ）開発  17,270千円 

   人材マッチングシステム（Ｍｅｅｔｓ）開発  6,092千円 

   コンテンツ制作用アプリケーションソフト購入  4,667千円 

 建物 大阪支店内装工事除却   1,394千円 

 ソフトウェア  ＣＩＯＳ著作権一部販売に伴う売上原価計上  12,362千円 



【資本金等明細表】 

 （注）１．資本金及び株式払込剰余金の当期増加額は、新株予約権等の行使によるものであります。 

２．既発行株式の当期増加は平成17年５月20日の株式分割（１：３）による18,960株の増加及び新株予約権等の

行使による194株の増加によるものであります。 

【引当金明細表】 

 （注）  貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金（千円） 329,000 7,113 － 336,113 

資本金のうち

既発行株式 

普通株式 （株） (9,480) (19,154) － (28,634) 

普通株式 （千円） 329,000 7,113 － 336,113 

計 （株） (9,480) (19,154) － (28,634) 

計 （千円） 329,000 7,113 － 336,113 

資本準備金及

びその他資本

剰余金 

（資本準備金）           

株式払込剰余金 （千円） 297,300 7,113 － 304,413 

計 （千円） 297,300 7,113 － 304,413 

利益準備金及

び任意積立金 

（利益準備金） （千円） 4,120 － － 4,120 

（任意積立金）           

特別償却準備金 （千円） 5,276 － 1,480 3,796 

計 （千円） 9,396 － 1,480 7,916 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額 
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金 420 296 － 420 296 

賞与引当金 55,920 53,060 55,920 － 53,060 

役員退職慰労引当金 62,107 10,518 － － 72,625 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 現金及び預金 

② 売掛金 

 (イ）相手先別内訳 

 (ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 当期発生高には、消費税等が含まれております。 

  

    ③ 関係会社短期貸付金 

区分 金額（千円） 

現金 453 

預金   

普通預金 

   別段預金 

604,133 

                                    3,630 

定期預金 25,021 

小計 632,785 

合計 633,239 

相手先 金額（千円） 

株式会社アートゥーン 32,945 

丸紅情報システムズ株式会社 31,500 

株式会社ナムコ 22,019 

株式会社セガ 21,461 

株式会社コナミデジタルエンタテインメント 19,619 

その他 625,965 

合計 753,511 

前期繰越高 

（千円） 

当期発生高 

（千円） 

当期回収高 

（千円） 

次期繰越高 

（千円） 
回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

─────
(A) ＋ (B)

× 100 

(A) ＋ (D) 
───── 
２ 

────── 
(B) 

───── 
365 

685,723 5,646,217 5,578,429 753,511 88.1 46.5 

相手先 金額（千円） 

株式会社ワークスコーポレーション 230,000 

合計 230,000 



④ 関係会社株式 

    ⑤ 敷金保証金 

    ⑥ 短期借入金 

⑦ 未払費用 

(3）【その他】 

該当事項はありません。 

相手先 金額（千円） 

株式会社ウェブ・ワーカーズ 66,300 

株式会社バウハウス・エンタテインメント 40,000 

株式会社エクステージ 23,623 

合計 129,923 

相手先 金額（千円） 

野村不動産株式会社 111,183 

オリックス・リアルエステート株式会社 8,122 

株式会社国際デザインセンター 1,287 

その他 3,056 

合計 123,650 

相手先 金額（千円） 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 106,000 

株式会社三井住友銀行 54,000 

株式会社みずほ銀行 54,000 

住友信託銀行株式会社 4,000 

商工組合中央金庫 2,000 

合計 220,000 

相手先 金額（千円） 

スタッフ給与 468,174 

東京都情報サービス産業健康保険組合 39,519 

渋谷都税事務所 9,674 

渋谷労働基準監督署 7,035 

大阪府税事務所 1,066 

その他 14,882 

合計 540,353 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

 （注） １. 当社は端株制度の適用を受けておりますが、現在端株は生じておりませんので、端株原簿は作成しており

ません。 

２. 端株主は、利益配当を受ける権利を有しております。 

３. 端株主の利益配当金に関する基準日は、上記のとおりであります。 

決算期 ３ 月 末 日 

定時株主総会 営業年度末日の翌日から３ヶ月以内 

基準日 ３ 月 末 日 

株券の種類 １株券、10株券、100株券 

中間配当基準日 ９ 月 30 日 

１単元の株式数 － 

株式の名義書換え   

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号 
住友信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
大阪市中央区北浜四丁目５番33号 
住友信託銀行株式会社 

取次所 住友信託銀行株式会社 全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

端株の買取り   

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号 
住友信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
大阪市中央区北浜四丁目５番33号 
住友信託銀行株式会社 

取次所 住友信託銀行株式会社 全国各支店 

買取手数料 
株式の売買の委託に係る手数料相当額として当社の株式取扱規程におい
て別途定める金額 

公告掲載方法 

電子公告の方法により行う。ただし、電子公告によることができない事
故その他やむを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行
う。 

   公告掲載ＵＲＬ 

    http://www.dsp.co.jp/ir/ 

株主に対する特典 該当事項はありません。 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社の親会社等であるカルチュア・コンビニエンス・クラブ株式会社は、継続開示会社であり、東京証券取引所

に上場しております。 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第10期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月27日関東財務局長に提出 

(2）半期報告書 

（第11期中）（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）平成17年12月22日関東財務局長に提出 

 （3）半期報告書の訂正報告書 

    （第11期中）（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）平成18年５月１日関東財務局長に提出 

 （4）臨時報告書 

    平成17年11月16日関東財務局長に提出 

    企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（提出会社の主要株主の異動）に基づく臨時報告書であり

ます。 

 （5）臨時報告書 

    平成17年11月21日関東財務局長に提出 

    企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号の２（ストックオプションとしての新株予約権の発行）に

基づく臨時報告書であります。 

 （6）臨時報告書 

   平成17年11月25日関東財務局長に提出 

    企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（提出会社の主要株主の異動）に基づく臨時報告書であり

ます。  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



  独立監査人の監査報告書  

      平成18年６月26日 

株式会社デジタルスケープ       

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 谷合 章   印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 川島 繁雄  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社デジタルスケープの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借

対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社デジタルスケープ及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付

する形で別途保管しております。 



  独立監査人の監査報告書  

      平成17年６月24日 

株式会社デジタルスケープ       

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 谷合 章   印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 川島 繁雄  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社デジタルスケープの平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第10期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

デジタルスケープの平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する

形で別途保管しております。 



  独立監査人の監査報告書  

      平成18年６月26日 

株式会社デジタルスケープ       

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 谷合 章   印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 川島 繁雄  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社デジタルスケープの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第11期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

デジタルスケープの平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点

において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する

形で別途保管しております。 
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